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特 集 Ⅰ

国際比較パネル調査による少子社会の要因と政策的対応に関する総合的研究

―「世代とジェンダー」に関する国際比較研究（フェーズⅡ）―（その１）（注１）

「世代とジェンダーに関する国際共同プロジェクト（GGP）」について

― 特 集 に 寄 せ て ―

西 岡 八 郎

本研究は，国連ヨーロッパ経済委員会（UNECE）人口部が企画・実施している国際比

較研究「世代とジェンダーに関する国際共同プロジェクト（GGPプロジェクト）」に参加

し，現在も進行中のものである．GGPの中心的研究課題は，近年先進国で急速に変化し

つつあるジェンダー関係と世代間関係の各国の特徴，国際間の違いを明らかにすることで

ある．ジェンダー関係の焦点はパートナーシップ，結婚，出産・子育て，就業にあり，世

代間関係の焦点は親世代・子世代の居住パターン・交流・支援関係にある．

本研究では，上記研究課題を明らかにする手段として，参加各国が共通の調査フレーム

と共通の調査票を用いて共通時期に自国でパネル調査（GGS）を実施し，それを個々に

分析すると同時に，国際比較分析のためにそのデータをGGP本部に提供することが求め

られている．この手法によって，�時間と�空間の幅を拡げた研究枠組みを設定でき，通

常の一地域における1回のクロスセクション分析からは得られない知見を引き出すことを

可能にした．具体的には，時間軸としては同一調査対象者に対して2004年と2007年の2回

の調査（パネル調査）を行い，空間軸としては国際的なGGPプロジェクトに参加するこ

とにより（日本を含む）複数の先進諸国の間で同一調査項目をもつ同時期の調査結果を比

較可能にした．しかし，実際には，各国の事情もあり，途中で参加を断念した国，調査が

大幅に遅れている国など進捗状況はまちまちである．

日本のGGP研究チームは，2004年に第1回の全国標本調査（調査対象者は18～70歳の

男女）を実施し，2007年に第1回の調査対象者に対して第2回の調査を実施した．本研究

にはマクロデータを利用した成果もあるが，本特集の論文は上記の枠組みで入手出来た調

査データを利用した論文に限定した．これらの論文は，たとえ現段階ではデータが不十分

であっても，本プロジェクトの趣旨を最もよく体現しており，今後の研究展開にとっても

有益であると考えたからである．ただし，2008年時点では，GGSの実施国が限られてい

るのと，国際比較データの入手が困難であったため，本特集の比較分析対象国はイタリア

とドイツに限られている（注２）．
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本研究の中心テーマは日本の少子化である．少子化現象は第一義的には人口置換水準以

下の出生率が長期に続くことを意味するという点ですぐれて人口学的現象であるが，その

背景は経済社会全般にまたがる．本特集では，出生の前段階としての男女のパートナーシッ

プ形成に関わる問題と，出生による家族形成にかかわる問題の両者を扱うこととした．

GGP本来の研究課題には世代間関係の問題を含んでおり，日本の第1回GGSでもそれ

に関する調査項目を含めていたが，第2回調査では予算の制約から調査対象者を再生産年

齢の男女に限定したこともあり，本特集では世代間関係に関する問題は扱っていない．

（注１）

本特集は，①「「世代とジェンダー」の視点から見た少子高齢社会に関する国際比較研究」（2002-

2004年度厚生労働科学研究費補助金，課題番号H14-政策036），②「国際比較パネル調査による少子

社会の要因と政策的対応に関する総合的研究」（2005-2007年度厚生労働科学研究費補助金，課題番

号H17-政策-一般-021）の研究成果の一部である．

（注２）

利用した調査は，日本のパネル調査データ（「結婚と家族に関する国際比較調査（JGGS04，

JGGS07）」，イタリア（イタリア国家統計局（ISTAT）「Multi-PurposeFamilySurvey(2003)」），

ドイツ（マックスプランク人口研究所（MPIDR）「GenerationandGenderSurvey(2005)」）の横

断調査データを利用した．
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特集Ⅰ：国際比較パネル調査による少子社会の要因と政策的対応に関する総合的研究

―「世代とジェンダー」に関する国際比較研究（フェーズⅡ）―（その１）

日本の夫妻の就業状態と家事・育児分担との関係

―コレクティブモデルアプローチ―

吉 田 千 鶴＊

Ⅰ．分析の目的と背景

家庭内の家事・育児分担がどのようなメカニズムで決定されているか，どのような要因

がどのような影響をもつかについて，まだ合意はない．家庭内の家事・育児分担に関する

経済モデルは，大きく二つに大別できる．ひとつは，世帯は一つの効用のもとに，意思決

定をすると考える“Unitary”モデルであり，もうひとつが，選好の異なる個人がそれぞ

れの効用を基に意思決定をし，各人の交渉の結果，世帯の行動が決定すると考える

“Collective”モデルである．

実証分析の先行研究では，“Collective”モデルを支持するものが多い（Lundberg,

PollakandWales1997，Bayudan2006，Blundell,Chiappori,MagnacandMeghir

2007）．“Collective”モデルを援用した実証分析については，世帯内の消費に関するもの

が多く，夫妻の労働供給や家事・育児時間など，時間の配分について実証分析した研究蓄

積は十分とはいえない．アメリカやイギリスのデータを使用した労働供給に関する実証分

析は，“Collective”モデルを支持し，夫妻の労働時間は同時決定されていることを示し

ている（Lundberg1988，Blundell,Chiappori,MagnacandMeghir2007）．これらの
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本稿の目的は，第1に，コレクティブモデルを援用し，日本の夫妻の家事・育児分担について家

事時間と育児時間を区別して実証分析すること，第2に，日本の夫妻の労働時間が，夫妻の家事・

育児時間を決定する上での制約条件となっていないかについて検討することを目的とする．理論モ

デルでは，夫妻は労働時間を自由に選択するという前提の上で，最適な家事・育児時間を選択する．

しかし，現実には労働時間の選択の自由度には限度がある．

実証分析の結果，第1に，夫妻の賃金率が育児時間に対し予想とは逆の統計的に有意な影響をも

つ．一方で，夫妻の賃金率は家事時間に対し予想通りの統計的に有意な影響をもつ．これは，これ

までの理論では不十分であり，家事時間と育児時間を区別する必要を示す．

第2に，夫妻の賃金率と労働時間が，同時に，統計的に有意な影響をもつ．夫妻が最適な家事・

育児時間と労働時間を選択していれば，賃金率と労働時間が同時に有意な影響をもたないはずであ

る．また，同居子供数が，夫の家事・育児頻度に対しプラスの影響をもたないという結果は，子供

数増加によって夫の家事・育児時間が再調整されていないことを示唆する．

以上から，日本では，労働時間が時間的制約条件となり，夫妻が効用を最大化できる最適点の実

現を妨げている可能性を示唆する．これは，労働時間の制約のために，子供数を増やすと，最適な

状態を実現できないことを意味するので，夫妻のもつ子供数を減少させることを通じて，低出生力

水準の背景になりうるといえる．

*関東学院大学経済学部



先行研究は，労働市場のマクロ環境，すなわち雇用の流動性や就業形態による雇用条件の

違いなどを考慮しているとはいえない．

本稿は，日本の就業の特徴を考慮したうえで，“Collective”モデルを援用し，日本の

家庭内の家事・育児分担について家事時間と育児時間を区別して実証分析する．これを通

じ，家庭内の意思決定モデルに関する知見を得ること，および，日本の就業状態のマクロ

環境が，家庭内の意思決定に与える影響について知見を得ることが，本稿の目的である．

Ⅱ．分析の枠組み

本稿は，家事・育児時間を考慮して，“Collective”モデル（Blundell,Chiapporiand

Meghir2005）を拡張する．次に，労働時間を自由に調整できない場合を考慮する．

夫または妻の効用は，余暇，消費，家庭内で生産されるコモディティ（食事，洗濯，掃

除された住環境など）とチャイルドサービス（親が子供から得る喜び）に依存する．コモ

ディティとチャイルドサービスは，下式�のように，家事・育児時間hiと家事や子供に

対する出費Kで生産され，投入される家事・育児時間や出費が多いほど，質と量が高く

なる．

Uk・ uk・hm,hf,K・ �

1・ li・hi・whi 総時間を1にノーマライズしている．

li：iの余暇，hi：iの家事・育児時間，whi：iの労働時間，

K：家事，子供への支出，i・ m：夫，i・ f：妻

世帯は，下式�を制約条件の下で最大化することによって意思決定する．世帯の意思決

定はパレート効率的であると仮定する．

max H・lm,lf,C,Uk;・・・・Um・lm,Cm,Uk・・・1・・・Uf・lf,Cf,Uk・ �

制約条件：

所得制約 wm・wf・Y・ wmlm・wflf・wmhm・wfhf・Cm・Cf・K

時間制約 1・ li・hi・whi

Ui：iの効用，Ci：iの消費，・：パレートウエイト（Paretoweight），

Y：不労所得，wi：iの賃金率，C・ Cm・Cf

上式�が最大化されるとき，次のような過程を経ると考える．第一に，Ukの水準が決

定される．Ukを生産するためのKの値が決定されることにより，hmとhfの合計時間h

が決まる．Uk，Kは，夫妻の賃金率，不労所得，分配要因z（distributionfactor）によっ

て，決定される．分配要因とは，意思決定の交渉プロセスのみに影響することを通じて世

帯行動に影響する要因である．不労所得から Kを除いた残りを，条件付分配ルール

（conditionalsharingrule）に従って夫妻それぞれに分配する．分配されたものと各人の
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消費が等しくなり（所得制約），かつ，夫婦の合計家事・育児時間が先に決定されたhに

等しくなるよう，夫妻それぞれが自身の効用を最大化して，消費量，余暇，家事・育児時

間が決定される．式�のパレートウエイト・（Paretoweghit）は，世帯内での夫妻それ

ぞれの立場の強さを反映した係数である．・は，夫妻それぞれの賃金率（wm,wf），不労

所得Y，分配要因zの関数である．以上から，家事・育児時間は，下式�で表される．j

はある夫婦jを指す．

h
j
i・ f

j
i・w

j
m,w

j
f,Yi,zi・ �

実証分析のために，�式を下式�のように表す．先行研究と同様に本稿のデータにおい

ても，女性の賃金率について対数をとることが否定されない．よって，本稿も女性の賃金

率について対数をとる１）．

h
j
i・・mw

j
m・・flogw

j
f・Yi・zi・ui �

ui：誤差項

上式�は，夫妻と子供のみの世帯を仮定し，他者の家事・育児援助や子供数によって家

事・育児時間の必要量が変動することを考慮していない．以下の実証分析では，親pr，

第1子edl，保育園pbなどによる家事・育児援助の影響を考慮する．

h
j
i・・mw

j
m・・flogw

j
f・Yi・zi・n

j
・pr

j
・eld

j
・pb

o
・ui・u

o
�

u
o
：地域ごとの誤差項

なお，保育園による育児援助の受けやすさは，地域に依存すると考えられる．よって，

pb
o
は，市町村対単位の変数である．個人ごとの誤差項uiと地域ごとの誤差項u

o
は独立

であると仮定する

上式�，�では，UkやKが決まると，夫妻それぞれの消費量，労働時間，家事・育児

時間が同時に決定される．これは，出産のようなUkやKを増やすような変化に応じて，

夫妻の消費量，労働時間，家事・育児時間が変化することを意味する．しかし，現実の就

業において，UkやKの変化に応じて労働時間を自由に変化させることができるだろうか．

言い換えれば，夫妻の効用が最大化されているような労働時間は，実現可能だろうか．

式�では，子供数によるUkやKの量の変化を想定していない．しかし，子供数が増え

れば，必要な消費量は増大するためKは増大する．子供数が増えたとき，実際に夫妻の

労働時間は変化するだろうか．

日本では，出産によって男性が就業を変えるケースはほとんどみられない．日本では，

フルタイム就業からより労働時間の短いパートタイム就業に変わることは，単に労働時間

が短くなるだけでなく，給与，雇用の安定性など様々な面でフルタイム就業とは異なる処
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1）実証分析において，男女両者の賃金率の対数をとる場合，女性のみ賃金率の対数をとる場合，男女とも賃金

率の対数をとらない場合の全てのケースを検討した．結果はほぼ同様である．



遇を受けることを意味する．男性が，出産を機にフルタイム就業からパートタイム就業に

変わることはほとんどない．就業中の日本有配偶男性の場合，子供数がゼロから2人に増

えるにつれて労働時間を短くしたい希望の程度が大きくなっていること（吉田 2005）か

ら，労働時間を短くしたい希望をもちながら，実現できていないのが平均的な日本有配偶

男性像と思われる．この場合，世帯にとって，夫の労働時間は与件であり，時間的な制約

条件となっている．この点を検討するため，式�の説明変数に，夫の労働時間を加える．

また，就業中の日本有配偶女性の場合，子供数によらず労働時間を短くしたい希望を持っ

ていること（吉田 2005）から，式�の説明変数に，妻の労働時間を加える．実証分析モ

デルに夫の労働時間と妻の労働時間は順次加え，下式で実証分析する２）．
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Ⅲ．データ

データは，2004年に日本で実施された全国調査『結婚と家族に関する国際比較調査』の

個票データである．データの使用を許可下さったJGGP委員会（日本の世代とジェンダー・

プロジェクト委員会）に深く感謝する．

Ⅳ．分析の対象と変数

従属変数は家事頻度と育児頻度の2種類である．家事頻度では，洗濯，料理・食後の後

片付け，部屋の掃除，食料品・日用品の買い物の4つの項目について，頻度を「ほとんど

しない」の1から「ほぼ毎日」5まで，5段階に分類した．育児頻度では，子供の日常の

世話を「ほとんどしない」の1から「ほとんどいつも」の4まで，4段階に分類した．

式�から説明変数は，賃金率，不労所得，分配要因，子供数，第1子の家事・育児援助，

親の家事・育児援助，保育園の利用可能性，労働時間である．データでは，所得について

勤労所得と不労所得の区別がない．そこで，不労所得の代表的なもの年金を分析から除く

ため，家事頻度分析については，夫妻の年齢を60歳未満，かつ，就業中の夫に限定した．

育児頻度分析については，データの制約上，第1子の年齢が6歳以下の夫妻に限定される

ため，夫妻の年齢に上限をもうけず，就業中の夫に限定した．

分析に使用する変数とその予想される影響は，以下のとおりである．

� 賃金率：年齢を制限したこれらの夫妻について，年収を算出された年間労働時間で除

して３），賃金率を算出する．分析の枠組みから，賃金率が高いほど，世帯内での立場
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2）実証分析の際に，夫の週労働時間を加えた分析をした後に，妻の週労働時間を加えた分析をした．結果に変

化がないため，家事時間分析に関する後述の結果では紙面の関係で夫と妻両者の労働時間を加えたモデルのみ

を示している．

3）調査は2003年度の年収と2004年の調査時点の通常の週労働時間を質問している．通常の労働時間は年度で変

化しないと仮定して，賃金率を算出した．なお，週労働時間はカテゴリー別に質問されており，各カテゴリー

の中点を労働時間とした．週60時間以上のカテゴリーについては，総務省統計局社会生活基本調査の週60時間

以上労働の平均値を使用した．



が強く，分配上優位に立つので，家事・育児時間は短い．また，式�のコモディティ

とチャイルドサービスを生産する際の家事・育児時間の機会費用が，賃金率が高いほ

ど高いことからも，賃金率が高いほど家事・育児時間は短い．逆に，配偶者の賃金率

が高いほど，世帯内の配偶者の立場が相対的に強くなるため，自身の家事・育児時間

は長くなる．

非就業の妻については，賃金率が観測されない．先行研究の一般的な手法では，人

的資本理論により賃金率を推定し，実証分析には推定賃金率を使用する．本稿のデー

タの制約により，推定賃金を使用しない．非就業の妻と就業中の妻を区別し，共働き

夫妻グループと就業中の夫と専業主婦のグループに分けそれぞれ分析する．

� 分配要因：分配要因は，世帯内で分担を決定する際の交渉過程にのみ影響する要因で

ある．例えば，賃金率は交渉過程の他に家事・育児時間の機会費用に影響し，分配要

因とはいえない．本稿は，分配要因を表す変数として，夫妻の教育年数，年齢を使用

する．教育年数が長いほど，あるいは，年齢が高いほど，世帯内で交渉力が大きいと

考える．従って，教育年数が長いほど，あるいは年齢が高いほど，家事・育児時間は

短い．

� 子供数：式�のコモディティとチャイルドサービス生産において，最も効率的な生産

の仕方は，下式�が満たされる場合である．Ukは，家事・育児時間とKの増加関数

である．よって，子供数が増えてKが増加すると，最も効果的な生産方法では賃金

率が変化しない場合に家事・育児時間は増加する．賃金率が減少する場合に家事・育

児時間の増加はより大きく，賃金率が増大する場合に家事・育児時間の増減は予想で

きない．

・Uk

・hi

・Uk

・K

・ wi �

� 夫妻以外の家事・育児援助：夫妻以外から家事・育児援助を受けると，夫妻は家事・

育児時間を短くすることができる．夫妻以外の家事・育児援助が多いほど，家事・育

児時間は短くなる．本稿は，夫妻以外の家事・育児援助として，親の家事・育児援助，

第1子の家事・育児援助，保育園の育児援助の3つを取り上げる．親の家事・育児援

助を表す変数として，親との居住状況を使用する．第1子の家事・育児援助を表す変

数として，家事頻度分析では，第1子が12歳以上である場合のダミー変数を使用する．

保育園の育児援助は，市町村別の保育園の利用可能性を使用する．

� 労働時間：労働時間が長いほど，余暇および家事・育児時間に使える時間が短いので，

家事・育児時間は短くなる．労働時間として，通常の週労働時間を使用する．
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Ⅴ．実証分析結果

1． 家事頻度分析

家事頻度４）に関する分析に使用した変数の定義と記述統計量は，表1に掲げられている．

統計モデルは，順列ロジットモデルを使用した．

共働き夫妻および就業中の夫と専業主婦の2つのグループで，夫よりも妻の方が平均的
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4）家事頻度は，5：毎日，4：週に3～4回，3：週に1～2回，2：月に1～3回，1：ほとんどしない，

である．

表１ 順列ロジットモデルによる項目別家事頻度に関する分析に使用し

た変数の定義と記述統計量，有配偶者，60歳未満，日本，2004年

� 共働き夫妻
従属変数 平均 標準偏差 範囲
妻：洗濯 4.61 0.81 1-5
料理・食後の後片付け 4.87 0.50 1-5
部屋の掃除 3.88 1.02 1-5
食料品・日用品の買い物 4.08 0.88 1-5

夫：洗濯 1.40 0.92 1-5
料理・食後の後片付け 1.86 1.22 1-5
部屋の掃除 1.55 0.87 1-5
食料品・日用品の買い物 1.89 0.98 1-5

説明変数 平均 標準偏差 範囲
年齢：夫 46.57 8.49 20.42-59.92

妻 44.24 8.23 21.25-59.92
教育年数：夫 13.29 2.18 9-16

妻 12.88 1.66 9-16
同居子供数 1.56 1.01 0-6
第1子が12歳以上 0.66 0.47 0-1
同居状況 同じ敷地内
妻方母 0.11 0.31 0-1
妻方父 0.07 0.25 0-1
夫方母 0.28 0.45 0-1
夫方父 0.17 0.38 0-1
賃金率：夫 （万円） 0.24 0.17 0.02-2.68

妻 0.11 0.10 0.02-1.15
夫の週労働時間；
34時間以下 0.03 0.17 0-1
35～41 0.18 0.38 0-1
42～48 ref. 0.32 0.47 0-1
49～59 0.27 0.45 0-1
60時間以上 0.20 0.40 0-1
妻の週労働時間
15時間以下 0.15 0.35 0-1
16～34 0.34 0.47 0-1
35～41 0.23 0.42 0-1
42～48 ref. 0.18 0.38 0-1
49時間以上 0.11 0.31 0-1
保育園在籍割合（市町村別）

在籍者数／0-6歳人口 0.24 0.12 0-0.74
回答者が妻 0.52 0.50 0-1



に家事頻度は高い．これら2つのグループで，平均的に妻は「週に3～4回」よりも高い

頻度で家事をしているが，夫の頻度は「月に1～3回」に満たない．これら2つのグルー

プを比較すると，専業主婦の方が就業中の妻よりも頻度が高く，就業中の妻をもつ夫の方

が専業主婦をもつ夫よりも頻度が高い．しかし，共働きの夫の頻度の平均値は，「月に1

～3回」に満たない．

夫妻の平均年齢は，共働き夫婦の方が高い．「教育年数」の平均値は，就業中の夫と専

業主婦の方が長い．
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表１ 順列ロジットモデルによる項目別家事頻度に関する分析に使用し

た変数の定義と記述統計量，有配偶者，60歳未満，日本，2004年

� 就業中の夫と専業主婦の妻
従属変数 平均 標準偏差 範囲
妻：洗濯 4.78 0.62 1-5
料理・食後の後片付け 4.96 0.32 1-5
部屋の掃除 4.48 0.83 1-5
食料品・日用品の買い物 4.12 0.85 1-5

夫：洗濯 1.20 0.66 1-5
料理・食後の後片付け 1.61 1.04 1-5
部屋の掃除 1.39 0.74 1-5
食料品・日用品の買い物 1.94 0.93 1-5

説明変数 平均 標準偏差 範囲
年齢：夫 43.94 9.51 20.17-59.92

妻 41.51 9.35 20.08-59.67
教育年数：夫 13.71 2.13 9-16

妻 12.96 1.53 9-16
同居子供数 1.60 0.96 0-7
第１子が12歳以上 0.45 0.50 0-1
同居状況 同じ敷地内
妻方母 0.11 0.31 0-1
妻方父 0.07 0.26 0-1
夫方母 0.21 0.41 0-1
夫方父 0.14 0.35 0-1
賃金率：夫 （万円） 0.26 0.17 0.02-2.68
夫の週労働時間；
34時間以下 0.03 0.18 0-1
35～41 0.16 0.36 0-1
42～48 ref. 0.31 0.46 0-1
49～59 0.28 0.45 0-1
60時間以上 0.22 0.41 0-1
保育園在籍割合（市町村別）
在籍者数／0-6歳人口 0.22 0.10 0-0.74

回答者が妻 0.51 0.50 0-1



子供数を表す変数として，「同居子供数」を使用する．「同居子供数」とは世帯に同居し

ていると調査に回答した子供数である．本分析には50歳代の夫妻も含まれており，独立し

ている子供もいると考えられる．世帯の家事に影響するのは，同居している子供数と考え

られるため，この変数を使用する．「同居子供数」の平均値は，共働き夫妻でより少ない．

第1子の家事・育児援助を表す変数として，「第1子が12歳以上」のダミー変数を使用

する．「第1子が12歳以上」の割合は，共働き夫妻で66％と半数を超え，就業中の夫と専

業主婦の場合には45％とより低い．

親との同居の定義は，同じ敷地内に居住している場合である．親を「妻方母」，「妻方父」，

「夫方母」，「夫方父」の4つに分ける．理由は，家事援助の程度に違いがあると考えられ

るからである．妻方父母との同居割合は，妻の就業状態によらず等しいが，夫方父母との

同居は共働きの場合に高い．両グループにおいて，夫方母と同居している割合が28％と最

も高い．また，夫方親と同居する場合が多いといえる．

共働きの夫婦で，夫の平均賃金率は，妻のそれより2倍以上高い．なお，後の順列ロジッ

ト分析では，妻の賃金率は対数をとる．表1�では，夫との比較のため対数をとらない数

字を掲げた．

両グループにおいて，「週労働時間」が34時間以下の夫は3％と非常に少ない．両グルー

プとも約半数の夫が週49時間以上働いている．

保育園利用可能性は，市町村別在籍者数を0～6歳人口で除した「保育園在籍割合」５）

で表す．「保育園在籍割合」は0から74％と市町村によって大きな差がある．

「回答者が妻」の変数は分析の枠組みにないが，回答の正確さをコントロールするため

に加えた．先行研究によって，回答者が妻の場合，夫の家事頻度について夫が答える場合

のよりも頻度が統計的に有意に低くなることが知られている．

� 共働き夫妻

共働き夫妻についての順列ロジット分析結果は，表2�に掲げられている．表2�から，

共働き夫妻の家事頻度について，以下がいえる．夫妻それぞれの「賃金率」は，予想され

る通りの統計的に有意な影響をもつ．妻の「賃金率」が高いほど，妻の家事頻度は低く，

夫の家事頻度は高い．逆に，夫の「賃金率」が高いほど，妻の家事頻度は高く，夫の家事

頻度は低い．唯一の例外が，妻の料理頻度に対する夫の「賃金率」の場合であり，この推

定係数は統計的に有意ではない．ただし，推定係数の符号は予想される通り正である．

次に，夫妻それぞれの「週労働時間」は，予想される通りの統計的に有意な影響を持つ．

妻の労働時間が長いほど，妻の家事頻度は低く，夫の家事頻度は高い．逆に，夫の「労働

時間」が長いほど，妻の家事頻度は高く，夫の家事頻度は低い．夫妻の賃金率が統計的に

有意な影響をもち，かつ，夫妻の労働時間も統計的に有意な影響をもつことは，日本の共

働き夫妻の場合には，労働時間が時間的制約条件となっている可能性を示す．
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5）先行研究の中には，「保育所の利用可能性」を表す変数として，「保育所へ入所申し込みをできる人の人口に

対して在所児数が占める割合」を使用しているものもある．この割合は，ある市町村で保育所の定員が等しけ

れば申し込み資格がない人が多いほど高くなる．申し込み資格がない人が多いことは「保育所の利用可能性」

が低いことを意味する．従って，本稿は，子供の人口を分母とする．



妻の労働時間のもつ影響の大きさは，短時間労働ほど大きい．夫の労働時間の持つ影響

の大きさは，誰の家事頻度かによって異なる．妻の家事頻度に対しての影響の大きさは，

夫の短時間労働で大きいが，週42時間以上の場合には統計的に有意な差はない．夫の家事

頻度に対しての影響の大きさは，短時間労働で大きい点は妻の家事頻度に対する影響の場

合と同様であるが，週60時間以上の長時間労働の場合には統計的に有意に夫の家事頻度を

押し下げる点が異なる．

分配要因を表す変数のひとつ，夫妻の「年齢」の推定係数は，予想とは逆の符号をもつ．

妻の「年齢」は，妻の料理・洗濯頻度に対しプラスの，夫の料理・洗濯頻度に対しマイナ
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表２ 順列ロジットモデルによる項目別家事頻度に対する影響に関する推定係数，有配偶者，

60歳未満，日本，2004年

� 共働き夫妻（続く）
変数 妻

洗濯 料理 掃除 買い物
モデル 1 2 3 4 5 6 7 8

年齢：夫 -0.02 -0.02 -0.01 -0.01 0.01 0.01 0.003 0.01
妻 0.04* 0.03* 0.05* 0.04# 0.002 0.0003 0.02 0.01

教育年数：夫 -0.04 -0.06* 0.05 0.03 -0.02 -0.03 0.01 0.0001
妻 0.01 0.01 -0.07 -0.06 -0.07* -0.06* -0.09** -0.09**

同居子供数 0.54** 0.51** -0.01 -0.12 0.19** 0.13** 0.13** 0.09*
第１子12歳以上 0.26# 0.30* 0.25 0.39 0.06 0.15 0.26* 0.29*
同居状況
妻方母 -0.80** -0.78** -0.80** -0.80** -0.42** -0.35** -0.36** -0.32**
妻方父
夫方母 -0.47* -0.37# -0.15# -0.06 -0.15# -0.09
夫方父 0.59* 0.60*

賃金率：夫 1.63** 1.44** 0.96 0.54 1.50** 1.04** 0.67* 0.72*
Log（妻） -0.35** -0.23** -0.56** -0.32** -0.38** -0.26** -0.25** -0.13*

夫の週労働時間
34時間以下 -0.92** -1.71** -0.61* -0.83**
35～41 -0.23 -0.63** -0.29* -0.12
42～48 ref. ref. ref. ref.
49～59 0.21 0.03 -0.11 0.10
60時間以上 0.08 0.42 0.05 0.35**

妻の週労働時間
15時間以下 0.91** 1.64** 1.41** 0.71**
16～34 0.73** 1.01** 0.67** 0.67**
35～41 0.57** 0.31 0.21# 0.37**
42～48 ref. ref. ref. ref.
49時間以上 -0.15 -0.95** -0.33* 0.01

保育園在籍割合 1.25** 1.69** 0.73 1.34# 0.31 0.93** 0.01 0.41
回答者が妻 -0.05 -0.10 0.29# 0.24 -0.13# -0.18* -0.01 -0.04
Cutpoint1 -1.69 -1.65 -2.07 -2.44 -3.46 -3.57 -4.08 -4.04
Cutpoint2 -1.10 -1.05 -1.66 -2.03 -1.64 -1.73 -2.86 -2.81
Cutpoint3 0.39 0.47 -0.40 -0.74 0.66 0.66 -0.07 0.02

Cutpoint4 1.47 1.57 0.65 0.34 1.73 1.78 1.44 1.55
N 2295 2295 2275 2275 2280 2280 2283 2283
Prob>chi2 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
PseudoR2 0.07 0.08 0.05 0.10 0.03 0.05 0.02 0.03

**＜0.01，*＜0.05，#＜0.1



スの影響をもつ．妻の年齢が高いほど，妻の料理・洗濯頻度は高く，夫の料理・洗濯頻度

は低い．この統計的に有意な影響は掃除・買い物頻度ではみられない．予想とは逆の結果

がみられた理由には，料理・洗濯への習熟度の夫と妻の違いが，妻の年齢が高いほど大き

いことが考えられる．料理・洗濯は，掃除・買い物と比べ，習熟が必要な家事である．料

理は家事の中でも習熟が最も必要な項目であろう．また，洗濯について，全自動洗濯機が

あっても，衣類や汚れの種類による下処理など，習熟が必要な面があるだろう．家事の習

熟度が性別で異なることは，後述する親の家事援助が親の性別で異なることからも，示唆

される．
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表２ 順列ロジットモデルによる項目別家事頻度に対する影響に関する推定係数，有配偶者，

60歳未満，日本，2004年

� 共働き夫妻（続き）
変数 夫

洗濯 料理 掃除 買い物
モデル 1 2 3 4 5 6 7 8

年齢：夫 -0.01 -0.01 0.005 -0.002 0.003 -0.001 0.01 0.003
妻 -0.03# -0.03# -0.04** -0.04** -0.002 -0.0004 -0.01 -0.01

教育年数：夫 -0.02 -0.001 0.05* 0.07** 0.04 0.06* 0.04# 0.05*
妻 0.10* 0.09* 0.08* 0.08* 0.05 0.05 0.11** 0.12**

同居子供数 0.06 0.13* -0.02 0.03 -0.001 0.05 0.02 0.04
第１子12歳以上 -0.04 -0.10 0.11 0.10 -0.33* -0.35** -0.17 -0.18
同居状況
妻方母 -0.32 -0.42# -0.64** -0.71** -0.30* -0.32*
妻方父 -0.81* -0.85*
夫方母 -0.72** -0.86** -0.55** -0.62** -0.22# -0.31*
夫方父 0.27# 0.30#

賃金率：夫 -1.30** -1.28** -0.92** -1.07** -0.74* -0.85* -0.48# -0.67*
妻 0.50** 0.32** 0.30** 0.20** 0.21** 0.09 0.15** 0.10#

夫の週労働時間
34時間以下 0.87* 0.67* 0.85** 0.72**
35～41 0.38* 0.22# 0.40** 0.19
42～48 ref. ref. ref. ref.
49～59 -0.14 -0.16 0.10 -0.11
60時間以上 -0.60** -0.48** -0.52** -0.18

妻の週労働時間
15時間以下 -1.14** -0.72** -0.74** -0.38*
16～34 -1.04** -0.53** -0.56** -0.29*
35～41 -0.47** -0.21 -0.27* -0.16
42～48 ref. ref. ref. ref.
49時間以上 -0.08 -0.02 0.20 -0.12

保育園在籍割合 -0.53 -1.13* -0.29 -0.70# -0.41 -0.84* -1.13** -1.35**
回答者が妻 -0.58** -0.54** -0.39** -0.35** -0.54** -0.50** -0.43** -0.41**
Cutpoint1 -1.50 -1.63 -0.89 -0.95 0.55 0.54 0.54 0.54
Cutpoint2 -0.80 -0.91 -0.14 -0.18 1.80 1.83 1.74 1.74
Cutpoint3 0.10 0.02 0.97 0.95 3.53 3.57 3.66 3.67

Cutpoint4 0.74 0.67 1.66 1.64 4.32 4.36 5.14 5.16
N 2232 2232 2249 2249 2252 2252 2264 2264
Prob>chi2 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
PseudoR2 0.06 0.08 0.03 0.04 0.02 0.04 0.02 0.02

**＜0.01，*＜0.05，#＜0.1



分配要因を表すもうひとつの変数，妻の「教育年数」の推定係数は，予想通りの符号を

もつが，夫の「教育年数」の推定係数は予想と逆の符号をもつ．夫の「教育年数」の影響

が予想と逆方向であることは，TsuyaandBumpass（2004）のアメリカの夫妻の家事時

間の分析結果と一致する．この符号の理由は，今後の検討課題である．

「同居子供数」は，妻の家事頻度にプラスの影響を与え，夫の家事頻度には洗濯を除い

て影響しない．子供数が多くKが大きいことは，夫の家事頻度に影響しない．このこと

は，Kの増大に応じた夫の家事時間調整が行われていないことを示唆する．

「第1子が12歳以上」は，妻の家事頻度に対して予想とは逆の符号をもつ．年齢の高い

子供は，妻にとって家事頻度をへらす手助けになっていない．この変数は，夫の掃除頻度

を下げる効果をもつ．年齢の高い子供が掃除の手伝いをして，夫の家事が減っているとい

える．

「親の同居状況」は，親の性別，親が妻方か夫方かによって影響が異なる．夫妻両者の

家事頻度を押し下げる効果があるのが，「母との同居」である．「妻方母との同居」は，妻

の家事頻度についてこの効果の統計的有意性が高く，また，推定係数の大きさも妻の家事

頻度に対して大きい．逆に，「夫方母との同居」は，夫の家事頻度についてこの効果の統

計的有意性が高く，また，推定係数の大きさも夫の家事頻度に対して大きい．つまり，母

は，自身の子供の配偶者よりも，自身の子供の家事の手伝いをより多くする．「妻方父と

の同居」は母の場合と異なり，妻の家事頻度には影響せず，夫，すなわち子供の配偶者の

洗濯の手伝いのみをしている．「夫方父との同居」は，援助の効果はなく，かえって夫妻

の家事頻度を増大させている．

「保育園在籍割合」は，妻の家事頻度を押し上げる効果と夫の家事頻度を押し下げる効

果をもつ．保育園の育児援助は，妻の家事頻度を増加させるといえる．

� 就業中の夫と専業主婦の妻

就業中の夫と専業主婦の妻についての順列ロジット分析結果は，表2�に掲げられてい

る．表2�から，就業中の夫と専業主婦の妻の家事頻度について，以下がいえる．「年齢」

の影響は，共働き夫妻の場合とほぼ同様である．共働きの夫の「教育年数」が夫の家事頻

度に対してもつプラスの影響は，就業中の夫と専業主婦の妻の場合にはみられない．妻の

「教育年数」の影響の統計的有意性が専業主婦ではより小さい．
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夫の「賃金率」は，統計的に有意な影響をもたない．夫の「週労働時間」は，妻の家事

頻度に影響しないが，週60時間以上の長時間労働の場合に夫の家事頻度を下げる．

「同居子供数」が妻の家事頻度に与える影響は，共働きの妻の場合と同様である．「同

居子供数」は，夫の家事頻度に対し統計的に有意な負の影響をもつ．

「第1子が12歳以上」の影響は，共働き夫妻の場合とほぼ同様である．

「親の同居状況」について，共働き夫妻の場合と同様な点は，「妻方母との同居」が夫

妻の家事頻度を下げる点，「夫方母との同居」が夫の家事頻度を下げる影響を持つ点であ

る．相違点は，「夫方母との同居」が妻の家事頻度に影響しない点，「夫方父との同居」が

妻の家事頻度を下げ，夫の家事頻度を上げる影響を持つ点，そして，「妻方父との同居」

が影響を持たない点である．共働きの場合，「夫方母との同居」は夫妻の家事頻度を下げ

る主要な要因のひとつであるが，妻が専業主婦の場合は異なる．

「保育園在籍割合」の影響の傾向は，共働きの場合とほぼ同様である．
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表２ 順列ロジットモデルによる項目別家事頻度に対する影響に関する推定係数，有配偶者，

60歳未満，日本，2004年

� 就業中の夫と専業主婦の妻（続く）
変数 妻

洗濯 料理 掃除 買い物
モデル 1 2 3 4 5 6 7 8

年齢：夫 -0.04* -0.04* -0.08* -0.08* -0.01 -0.01 0.01 0.01
妻 0.04# 0.04* 0.13** 0.14** 0.03# 0.03# 0.01 0.01

教育年数：夫 0.005 0.003 0.07 0.08 0.01 0.01 0.01 0.01
妻 -0.03 -0.04 -0.06 -0.05 -0.06 -0.06 0.02 0.01

同居子供数 0.95** 0.95** 0.88** 0.90** 0.42** 0.42** 0.19** 0.19**
第１子12歳以上 0.22 0.20 -0.59 -0.68 -0.04 -0.04 0.31* 0.30*
同居状況
妻方母 -0.56* -0.55* -1.25** -1.20** -0.50** -0.51**
妻方父
夫方母
夫方父 -1.22** -1.26**

賃金率：夫 0.67 0.80 -0.55 -0.68 0.32 0.25 0.19 0.30
夫の週労働時間
34時間以下 -0.16 32.89 0.35 -0.28
35～41 0.02 0.02 0.10 0.04
42～48 ref. ref. ref. ref.
49～59 0.32 0.74 0.10 0.01
60時間以上 -0.02 0.08 0.06 0.12

保育園在籍割合 1.43# 1.46# -0.52 -0.57 -0.04 -0.06 -0.73 -0.70
回答者が妻 0.05 0.04 0.21 0.19 -0.06 -0.06 -0.17# -0.17#
Cutpoint1 -3.54 -3.55 -3.27 -2.80 -4.65 -4.56 -3.62 -3.65
Cutpoint2 -3.13 -3.14 -2.41 -1.93 -3.31 -3.22 -2.61 -2.64
Cutpoint3 -1.92 -1.93 -1.51 -1.02 -1.08 -0.99 0.39 0.36
Cutpoint4 -0.48 -0.49 (注) (注) -0.002 0.09 1.93 1.91

N 1493 1493 1482 1482 1491 1491 1513 1513
Prob>chi2 0.0000 0.0000 0.0001 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
PseudoR2 0.09 0.09 0.10 0.11 0.02 0.03 0.02 0.02

**＜0.01，*＜0.05，#＜0.1

（注）従属変数のカテゴリー5つのうち，カテゴリー2に属する観測値がないため，Cutpoint4の値はない．



2． 育児頻度分析

育児頻度６）に関する分析に使用した変数の定義と記述統計量は，表3に掲げられている．

共働きの妻以外，統計モデルは，順列ロジットモデルを使用した．共働き妻の育児頻度は，

カテゴリー3と4の2種類であるため，ロジットモデル７）を使用した．説明変数の定義は，

「週労働時間」を除き，家事頻度分析の場合と同様である．家事頻度分析と異なり，「週労

働時間」はカテゴリーに分類せず，数字を使っている８）．

表3から，第1子の日常の世話は，就業・非就業にかかわらず，平均的に妻は4の「ほ

とんどいつも」である．夫は，共働きの場合に頻度がより高く，3の「ときどき」により

近くなる．特に，共働きの妻は，95％が4の「ほとんどいつも」で，残り5％が3の「と

きどき」と妻の負担が大きい．
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6）育児頻度は，4：ほとんどいつも，3：ときどき，2：たまに，1：ほとんどしない，である．

7）カテゴリー4「ほとんどいつも」を1，カテゴリー3「ときどき」を0とするロジットモデル．

8）調査では週労働時間をカテゴリーに分けて質問している．週労働時間を数字に置き換える方法は，賃金率を

算出する際に週労働時間を数字に置き換えた方法と同様である．

表２ 順列ロジットモデルによる項目別家事頻度に対する影響に関する推定係数，有配偶者，

60歳未満，日本，2004年

� 就業中の夫と専業主婦の妻（続き）
変数 夫

洗濯 料理 掃除 買い物
モデル 1 2 3 4 5 6 7 8

年齢：夫 0.02 0.02 -0.01 -0.01 0.003 0.001 -0.01 -0.01
妻 -0.03 -0.03 -0.01 -0.01 0.01 0.01 -0.01 -0.01

教育年数：夫 -0.01 0.01 -0.002 0.01 0.04 0.05 0.03 0.03
妻 0.04 0.05 0.09* 0.11* 0.03 0.04 -0.01 0.004

同居子供数 -0.21* -0.20* -0.13* -0.12* -0.01 0.01 -0.06 -0.05
第１子12歳以上 -0.28 -0.28 -0.08 -0.09 -0.56** -0.55** -0.09 -0.08
同居状況
妻方母 -0.52 -0.56# -0.39* -0.41*
妻方父
夫方母 -0.74* -0.69* -0.21 -0.21 -0.49* -0.49*
夫方父 0.79* 0.72* 0.46* 0.44#

賃金率：夫 0.46 0.12 0.15 -0.25 0.14 -0.29 -0.16 -0.43
夫の週労働時間
34時間以下 -0.01 0.29 0.05 0.28
35～41 0.55* 0.15 0.24 0.01
42～48 ref. ref. ref. ref.
49～59 0.16 0.04 -0.09 -0.10
60時間以上 -0.41 -0.56** -0.54** -0.33*

保育園在籍割合 0.52 0.32 0.11 -0.08 0.36 0.19 -1.28** -1.38**
回答者が妻 -0.10 -0.10 -0.05 -0.05 -0.15 -0.14 -0.24* -0.24*
Cutpoint1 1.99 2.09 0.56 0.68 2.08 2.15 -1.60 -1.54
Cutpoint2 2.79 2.89 1.39 1.52 3.43 3.52 -0.29 -0.23
Cutpoint3 3.78 3.89 2.54 2.68 5.32 5.41 2.21 2.28
Cutpoint4 4.37 4.48 3.25 3.39 5.86 5.94 3.59 3.65
N 1453 1453 1466 1466 1470 1470 1488 1488
Prob>chi2 0.0175 0.0022 0.0000 0.0000 0.0056 0.0002 0.0000 0.0000
PseudoR2 0.02 0.03 0.01 0.02 0.01 0.02 0.01 0.01

**＜0.01，*＜0.05，#＜0.1



夫妻の平均年齢は，共働きの場合にわずかに高い．妻の教育年数の平均値は，共働きの

場合にわずかに高く，夫の教育年数の平均値は専業主婦を持つ場合に高い．「同居子供数」

は，就業中の夫と専業主婦の夫妻でわずかに多い．「妻方母との同居」は，共働きの場合

に高い．

「夫の賃金率」の平均値は，共働きの場合にわずかに低い．「夫の週労働時間」の平均

値は，妻が専業主婦の場合により長い．

分析結果は，表4に掲げられている．育児頻度に関するデータの制約上，第1子が6歳

以下の夫妻に限定されるため，観測値数が少ない．表4�から，共働き夫妻の場合，「賃

金率」の持つ影響は予想と逆方向で，その人自身の育児頻度に対しプラスの影響をもつ．

「賃金率」が高いほど，その人自身の育児頻度は高い．この「賃金率」のプラスの影響は，

家事頻度の場合と逆である．妻の「賃金率」が妻の育児頻度に対しプラスの影響をもち，

妻の家事頻度にマイナスの影響を持つことは，KimmelandConnelly（2007）の母親の

家事・育児時間分析の結果と一致する．家庭内の生産活動を考えるとき，家事と育児が区
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表３ 育児頻度に関する分析に使用した変数の定義と記述統計量，

第1子が6歳以下である有配偶者，日本，2004年

� 共働き夫妻
従属変数 平均 標準偏差 範囲
第1子の日常の世話
妻 0.95 0.23 0-1
夫 2.87 0.90 1-4

説明変数 平均 標準偏差 範囲
年齢：夫 34.60 5.95 20.42-57.75

妻 32.75 4.82 22.00-50.67
教育年数：夫 13.49 2.00 9-16

妻 13.29 1.53 9-16
同居子供数 1.43 0.53 1-3
妻の母親と同居 同じ敷地内 0.15 0.36 0-1
賃金率：夫 （万円） 0.17 0.10 0.02-0.60

妻 0.11 0.09 0.02-0.58
夫の週労働時間 49.19 9.81 15-63
妻の週労働時間 34.48 11.68 15-60

� 就業中の夫と専業主婦の妻
従属変数 平均 標準偏差 範囲
第1子の日常の世話
妻 3.98 0.22 1-4
夫 2.71 0.88 1-4

説明変数 平均 標準偏差 範囲
年齢：夫 34.20 5.21 20.17-59.00

妻 32.10 4.54 20.08-47.33
教育年数：夫 13.76 2.00 9-16

妻 13.26 1.38 9-16

同居子供数 1.49 0.59 1-3
妻の母親と同居 同じ敷地内 0.10 0.31 0-1
賃金率：夫 （万円） 0.18 0.09 0.02-0.64

夫の週労働時間 51.18 10.10 15-63



別されることは少ないが，これら2つは区別して分析する必要があることが示唆される．

表4�，�から，夫の「週労働時間」は，予想通りの影響を，夫の育児頻度と共働きの

妻の育児頻度に対してもつ．夫の「週労働時間」が長いほど，夫の育児頻度は下がり，共

働きの妻の育児頻度は上がる．しかし，夫の「週労働時間」は，専業主婦の妻には影響は

ない．妻の「週労働時間」は，共働きの夫の育児頻度に対して予想通りの影響を与える．

妻の「週労働時間」が長いほど，共働きの夫の育児頻度は上がる．

「教育年数」は，専業主婦の夫妻の場合に，予想通りの影響をもつ．配偶者の「教育年

数」が高いほど，妻又は夫の育児頻度は上がる．

「同居子供数」は，専業主婦を持つ夫の育児頻度に対して，マイナスの影響をもつ．

「同居子供数」が多いほど，必要な育児量は増えるにもかかわらず，専業主婦をもつ夫の

育児頻度は下がる．これは，共働き夫妻および専業主婦の育児頻度には影響しない．

「妻方母との同居」は，予想通り，就業・非就業にかかわらず妻の育児頻度を下げる．

―17―

表４ 育児頻度に対する影響に関する推定係数，第1子が6歳以下である有配偶者，

日本，2004年

� 共働き夫妻：妻はロジットモデル，夫は順列ロジットモデルによる
妻 夫

ロジット 順列ロジット
変数 モデル1 モデル2 モデル3 モデル1 モデル2 モデル3
年齢：夫 Coef. 0.02 -0.01 0.004 -0.02 -0.01 -0.001

Std.E. （0.13） （0.15） （0.16） （0.05） （0.05） （0.05）
妻 Coef. -0.07 -0.05 -0.07 -0.04 -0.04 -0.05

Std.E. （0.16） （0.17） （0.18） （0.06） （0.06） （0.06）
教育年数：夫 Coef. -0.02 -0.05 0.01 -0.003 0.03 -0.01

Std.E. （0.29） （0.33） （0.34） （0.11） （0.11） （0.11）
妻 Coef. 0.38 0.35 0.40 0.10 0.08 0.05

Std.E. （0.45） （0.46） （0.48） （0.15） （0.15） （0.15）
同居子供数 Coef. 0.56 0.52 0.68 -0.44 -0.35 -0.47

Std.E. （0.93） （0.97） （0.97） （0.35） （0.35） （0.35）
妻方母との同居 Coef. -2.14# -2.18# -2.61* -0.40 -0.44 -0.42

Std.E. （1.11） （1.18） （1.30） （0.51） （0.52） （0.53）
賃金率：夫（万円） Coef. -7.52 -6.10 -10.02 4.14# 3.49 6.05*

Std.E. （6.37） （6.55） （7.46） （2.35） （2.36） （2.49）
log（妻） Coef. 1.06 1.39# 1.72* 0.0001 -0.18 -0.46

Std.E. （0.76） （0.82） （0.85） （0.27） （0.28） （0.30）
夫の週労働時間 Coef. 0.09# 0.10# -0.05** -0.06**

Std.E. （0.05） （0.06） （0.02） （0.02）
妻の週労働時間 Coef. -0.07 0.05**

Std.E. （0.05） （0.02）
定数 3.89 1.30 3.37

（6.28） （7.22） （7.84）
Cutpoint1 -3.20 -4.96 -3.88
Cutpoint2 -1.38 -3.10 -1.91
Cutpoint3 0.53 -1.09 0.24

N 119 119 119 118 118 118
Prob>chi2 0.38 0.24 0.20 0.23 0.04 0.002
PseudoR2 0.18 0.24 0.28 0.04 0.06 0.09

**＜0.01，*＜0.05，#＜0.1



Ⅵ．まとめ

コレクティブモデルを援用して，日本の夫妻の家事・育児頻度に影響する要因を分析し

た結果，賃金率が統計的に有意な影響をもち，かつ，夫妻の労働時間が，予想通りの統計

的に有意な影響をもつ．このことは，日本では，夫妻の家事・育児時間が労働時間と同時

に決定されているというよりも，むしろ，労働時間は時間的制約条件となっている可能性

を示唆する．同居子供数が，夫の家事・育児頻度に対しプラスの影響をもたないことも，

この可能性を示しているといえる．なぜなら，家事・育児時間と労働時間が同時決定され

ているならば，子供数の増加に応じて，家事・育児時間と労働時間の両者が調整され，子

供数はプラスの影響をもつと考えられるからである．

家事時間に対する場合と異なり，育児時間に対して賃金率がもつ影響の符号が，予想と

は逆に，プラスであることは，本稿の分析の枠組みは不十分であり，家事と育児時間を区

別する必要があることを示す．分析の枠組みでは，育児時間は，チャイルドサービスの生

産を通じて，夫妻の効用を上昇させると考え，育児時間自体に効用を上昇させる効果を考

慮していない．しかし，育児中の子供と一緒に過ごす時間が，夫妻の喜びとなって夫妻の

効用を上昇させる可能性は十分に考えられる．育児時間自体が夫妻の効用につながる面を
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表４ 育児頻度に対する影響に関する推定係数，第1子が6歳以下である有配偶者，

日本，2004年

� 就業中の夫と専業主婦の妻
妻 夫

変数 モデル1 モデル2 モデル1 モデル2
年齢：夫 Coef. 0.02 0.02 0.05# 0.06*

Std.E. （0.10） （0.10） （0.03） （0.03）
妻 Coef. -0.20 -0.19 -0.01 -0.01

Std.E. （0.13） （0.13） （0.03） （0.03）
教育年数：夫 Coef. 0.50# 0.49# -0.06 -0.05

Std.E. （0.28） （0.28） （0.06） （0.06）
妻 Coef. -0.27 -0.18 0.14 0.18*

Std.E. （0.40） （0.40） （0.09） （0.09）
同居子供数 Coef. 0.06 0.06 -0.37* -0.33#

Std.E. （0.86） （0.88） （0.18） （0.18）
妻方母と同居 Coef. -1.66# -1.82# 0.52 0.48

Std.E. （0.99） （1.02） （0.39） （0.39）
賃金率：夫（万円） Coef. 2.57 -1.62 1.05 -0.44

Std.E. （7.12） （8.67） （1.40） （1.51）
夫の週労働時間 Coef. -0.06 -0.03*

Std.E. （0.07） （0.01）
Cutpoint1 -9.01 -11.00 -0.36 -1.16
Cutpoint2 -8.31 -10.29 1.53 0.75

Cutpoint3 -7.32 -9.30 3.51 2.77
N 313 313 310 310
Prob>chi2 0.14 0.16 0.04 0.01
PseudoR2 0.18 0.19 0.02 0.03



考慮すれば，賃金率は育児時間に対してプラスの影響をもちうる．賃金率が高く，世帯内

での立場が強いほど，喜びの源となる育児時間が長いことを意味するからである．この点

を考慮した理論モデルの修正は今後の課題である．

以上から，男性の労働時間の柔軟性が低く，子供数増加に応じた時間調整が行いにくい

ことは，労働時間が時間的制約条件となり，夫妻が効用を最大化できる最適点の実現を妨

げている可能性を示唆する．これは，労働時間の制約のために，子供数を増やすと，最適

な状態を実現できないことを意味するので，夫妻のもつ子供数を減少させることを通じて，

低出生力水準の背景になりうるといえる．
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TheRelationshipbetweenWorkingHoursandHouseholdProductionTime
inJapaneseWivesandHusbands

ChizuYOSHIDA

Iestimateeffectsofeconomicfactorsoncouples'hoursspentonhouseholdtasksandchildcare

consideringJapanesecouples'unmetdesireforshorteningworkinghours.The"collective"model

ofintrahouseholddistributionpresentsthatcouplesdeterminesimultaneouslylaborsupply,

householdproductiontimeandconsumptionafterdeterminingtheamountofconsumptionfor

publicgoodsandthathouseholdproductiontimedependsoncouple'swagerates,nonlaborincome

andadistributionfactor,anddoesnotdependonworkinghours(Blundell,ChiapporiandMeghir

2005).Ifcouplescandeterminethetimeallocationmaximizingtheirhouseholdutilityfunctions,

thereisnounmetdireforshorteningworkinghours.Japanesehusbands'unmetdesireincreases

accordinganincreaseinthenumberoftheirchildren(Yoshida2005).Someexogenousfactorsmay

preventmaximizationsoftheirhouseholdutilityfunctions.

InJapanfulltimejobsandparttimejobsareverydeferentinthewagerate,jobsecurityandso

on.Whentheshorterworkinghoursaredesirableinachildbirth,changingfulltimejobtoparttime

jobhaseconomicdemerit.Thismayaffecthouseholddecisionmaking.

UsingdatafromtheJapaneseGenerationsandGenderSurveyconductedin2004,Iestimate

coefficientsfromorderedlogitanalysesaboutfrequenciesofhouseholdtasksandchildcare.The

resultsshowthatwives'andhusbands'wageratesandweeklyhourshavestatisticallysignificant

effectsatthesametime.Andthenumberofchildrenhasnoeffectornegativeeffectonhusbands'

frequenciesofhouseholdtasksandapositiveeffectonwives'frequenciesofhouseholdtasks

althoughitseffectisexpectedpositivefromthemodel.Thosemeanworkinghours,especially

husbands'workinghoursarenotadjustedatthebirthandpreventmaximizationsoftheirhousehold

utilityfunctions.
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特集Ⅰ：国際比較パネル調査による少子社会の要因と政策的対応に関する総合的研究

―「世代とジェンダー」に関する国際比較研究（フェーズⅡ）―（その１）

ジェンダーと子育て負担感に関する

日本・ドイツ・イタリアの比較分析

岩 間 暁 子＊

Ⅰ．はじめに

日本，ドイツ，イタリアの3カ国は合計特殊出生率（TotalFertilityRate）が1.5を下

回る「超少子化」の国として知られており，2005年のTFRは日本で1.26，ドイツで1.36，

イタリアで1.32と極めて低い水準にとどまっている．

国際比較研究が進むにつれ，超少子化は女性の高学歴化や就業の増加といった女性の変

化のみによって生じているのではなく，このような変化に対応できない社会システムの問

題としてとらえられるようになってきた．すなわち，女性の高学歴化や就業志向の高まり
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本稿は超少子化が進む日本，ドイツ，イタリアの3カ国で実施された「世代とジェンダーに関す

る国際共同プロジェクト（GGPプロジェクト）」の調査データを用いて，�子どもを持つことに対

して人びとはどのような負担を感じているのか，�負担感はどのような要因によって規定されてい

るのか，に関してジェンダーの観点から国際比較分析をおこなう．第一課題に関して「生活水準」

「やりたいことをやる自由」「就職や昇進の機会」「性生活」「自分に対するまわりの見方」「心のや

すらぎ」といった6領域の負担感を取り上げ，男女別に分散分析で平均値を求めたところ，「就職

や昇進の機会」の負担感はいずれの国においても男女差がもっとも大きい．他方，「心のやすらぎ」

のジェンダー差に関しては国による違いが見られ，ドイツでは男女差がないのに対し，日本では女

性，イタリアでは男性で負担感がより大きい．第二課題について「就職や昇進の機会」と「心のや

すらぎ」に関する負担感を取り上げ，規定要因を重回帰分析で検討した．「就職や昇進の機会」に

ついては，�3カ国共通して女性で負担感が大きい，�日本では若い層で負担感が大きいのに対し，

ドイツでは年齢が高い層で負担感が大きい，�ドイツでは世帯年収が高い層で負担感が大きい，�

ドイツでは中等教育を修了した人の方が初等教育しか受けていない人よりも負担感が大きいのに対

し，イタリアでは初等教育修了の人で負担感がより大きい，�日本では非伝統的家族観をもつ人々

で負担感がより大きい，�日本とイタリアでは子ども数が多いほど負担感が大きいことが明らかに

なった．「心のやすらぎ」については，�日本とドイツでは子どもは「心のやすらぎ」を与えてく

れるだろうという期待感は男性でより大きい，� 3カ国ともに若い層ほど子どもの誕生によって

「心のやすらぎ」が得られると肯定的にとらえている，� 3カ国ともに子ども数が少ないほど追加

出生によって「心のやすらぎ」が得られるだろうという期待が大きいことが明らかになった．以上

の分析結果から，日本の少子化対策を進めるにあたっては，女性や若者，子ども数の多い人々，非

伝統的な家族観をもつ人々の間でより強く感じられている「就業や昇進の機会」の負担を軽減する

ような就業条件の改善が重要であることが示唆されている．

*和光大学現代人間学部



といった変化が生じているにもかかわらず，制度的・政策的対応が不十分なことによって，

家事や子育て，介護に関する女性の負担が大きいままであるため，超少子化現象が引き起

こされているのである（例えばビラーリ 2008）．このような見方に立つと，性別役割分業

を前提とした社会システムからジェンダー公正を実現した社会への構造的転換こそが重要

な少子化政策となる（McDonald,2000;McDonald2006;マクドナルド 2008）．これらは

ジェンダーの視点を導入することによって超少子化の原因とそれへの対策を探ろうとする

人口学的研究と整理できる．

超少子化を社会制度との関連で検討する試みは，Esping-Andersenの福祉レジーム類

型を軸に展開してきた福祉研究のなかにも見られる．Esping-Andersenは1970年代の西

欧諸国を念頭におきつつ，福祉サービスの提供主体として家族，国家，市場の3者を想定

したうえで，それぞれの役割のあり方に着目することによって，福祉レジームは家族の負

担が大きい「保守主義」（ドイツやフランスなど），国家の果たす役割が大きい「社会民主

主義」（北欧諸国），市場に委ねる「自由主義」（アメリカやイギリスなど）という3類型

に分けられるとした（Esping-Andersen1990＝2001）．このような類型を前提として，例

えばBrodmannらは出生率が高い国としてのデンマーク，出生率が低い国としてのスペ

インを比較しながら，仕事と家庭生活の両立を支援する制度を整備することが第二子出

生を促す重要な要因であることを明らかにしている（Brodmannetal.2007）．

本稿では，ジェンダーの視点を組み込んだ人口学的研究および福祉レジーム研究のそれ

ぞれにおいて明らかにされてきた「女性に大きな福祉役割が割り当てられている国では超

少子化がもたらされている」という知見を踏まえつつ，「子どもを持つことの負担感」を

手がかりとしながら，日本，ドイツ，イタリアという超少子化が進む国の共通点と相違点

を検討する．具体的には，�子どもを持つことに対して人びとはどのような負担を感じて

いるのか，�このような負担感はどのような要因によって規定されているのか，に関して

日本，ドイツ，イタリアの比較分析をおこなう．

これまでは，出生率が高い国と低い国，子育て支援策が充実している国とそうではない

国といったように，対照的な国々を取り上げて比較した研究が主流であり，似たような特

徴を持つ国々についてより詳細に検討した研究は国際的にも少ない．本稿では日本と同様

に家族が福祉サービスの提供において果たす役割が大きく，性別役割分業を前提としてい

るドイツやイタリアとの比較分析を通じて，超少子化社会としての日本の特徴を国際比較

の観点から考察する．

各節の構成は次の通りである．Ⅱ節では本稿で用いるデータについて説明する．Ⅲ節で

は子どもを持つことの負担感を分析する意義を述べたうえで，日本，ドイツ，イタリアの

子育てをめぐる社会環境を概観する．Ⅳ節では「生活水準」「やりたいことをやる自由」

「就職や昇進の機会」「性生活」「自分に対するまわりの見方」「心のやすらぎ」といった6

領域に関する負担感の平均値を手がかりとして，3カ国の共通点と相違点をジェンダーの

視点から考察する．Ⅴ節では政策的対応によって負担の軽減が可能な「就職や昇進の機会」

と，子どもを持つことのベネフィットをあらわしている「心のやすらぎ」に関わる2つの
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負担感を取り上げ，ジェンダーの重要性に着目しながら重回帰分析で検討する．Ⅵ節では

結論と政策的含意を提示する．

Ⅱ．データ

日本については2004年に全国の満18歳～69歳の男女15,000名を多段抽出法で抽出し，留

置法で実施した「結婚と家族に関する国際比較調査」のデータを用いる．有効回収票は

9,074票（男性4,265名，女性4,809名）であり，回収率は60.5％である．本稿では49歳以下

の既婚者を分析対象とする．

この調査は，パートナー関係や親子関係などに関する先進国間の共通点と日本の特徴を

明らかにすることを目的として，国連ヨーロッパ経済委員会（UNECE）人口部が企画・

実施した国際比較研究「世代とジェンダーに関する国際共同プロジェクト（GGPプロジェ

クト）」の一環として実施されたものである．

GGPプロジェクトでは，各国の研究機関や研究グループがそれぞれ独自に研究資金を

獲得する方式で進められているため，国によって調査の進行状況が異なる．本稿では現段

階で日本との比較分析が可能な形でデータ整理を終えているドイツとイタリアのデータを

利用する１）．各国における調査の実施状況やデータの詳細については西岡編（2008）を参

照のこと．

Ⅲ．子育てをめぐる日本・ドイツ・イタリアの社会環境

1．子どもを持つことの負担感が意味するもの

子どもを持つことの負担感（以下では「子育て負担感」とする）を分析する意義は主に

次の3点にまとめられる．第一の意義は，子育て負担感は出生意欲や出生行動をより根底

から規定する意識であると考えられることである．Beckmanが理論化したように，夫婦

の出生意欲は子どもを持つことによって得られると予想されるベネフィットと，子どもを

持つことによって生じるさまざまなコストの両方によって規定され，コストがベネフィッ

トよりも大きければ子どもを持つという選択には至らないと考えられる（Beckman1975）．

詳細は後述するが，本稿の分析で用いる指標に即して説明するならば，負担感（例えば，

仕事を辞めることによる機会コスト）がベネフィットを上回れば，子どもを持とうとする

出生意欲は低下し，結果として出生行動も抑制されるだろう．逆に，子どもを持つことの

負担感が低く抑えられれば，出生意欲は高まり，出生数も増加すると予想される．

日本の人口学では社会経済的要因が出生意欲や出生行動に及ぼす影響についての分析は

おこなわれてきたが，価値観や子どもを持つことをめぐる意識などの心理的要因の効果に
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1）GGPプロジェクトでは標準とされる調査票の原案が用意されており，この案を準拠点としながら各国で調

査票が作成する方針がとられた．しかし，質問項目や選択肢の取捨選択の最終的な判断は各国の研究プロジェ

クトに任されているため，同じ変数を用いた厳密な比較分析が難しい面もある．例えば，イタリアの調査では

収入に関する質問項目が盛り込まれていないため，本稿での分析に含めることができなかった．



ついてはあまり検討されてこなかった．しかし，近年，心理的要因が出生意欲や出生行動

に影響を与えていることが明らかにされており（岩間 2004；福田 2005；岩間 2006；松

田 2007；松木・裵 2008），子育て負担感の分析によって超少子化が進む社会経済的背景

を多角的に理解することが可能になると考えられる．

第二の意義は，子どもを持つことの負担感はそれぞれの国において出産や子育てがどの

ようにとらえられているか，を総合的に反映していると考えられる点にある．一般的に子

育て支援策は，�子育てと仕事の両立を可能にする社会環境の整備を目指す政策と，�子

どものいる世帯に経済的支援をおこなう政策の二つに大別される（Hecht& Leridon

1993）．適切な子育て支援策を講じることで生涯出生率を向上させることができると考え

られるものの（ビラーリ 2008：31）２），個々の政策がどのように出生率に影響を及ぼして

いるかを具体的に特定することは難しい（小島 1989）．また，近年，EU諸国では多様な

子育て支援策が展開されているが，個々の支援策を見ているだけでは子育て支援策の各国

の特徴を包括的に理解することは困難である（福田 2003）．このような現実的な制約があ

るなかでは，子どもを持つことに関する負担感は，現状の子育て支援策についての人々の

有効性感覚を総合的に表す指標の一つととらえられる．

また，マクロデータの利用は国によって異なる社会的文脈を理解するのに役立つが，人々

の「主観的リアリティ」にまで迫ることは難しい．ミクロデータの利点を生かして各国の

子育て負担感のありようを明らかにすることによって，マクロデータで示される各国の特

徴と超少子化との関係をより具体的に理解するための手がかりを得ることができるだろう．

これが負担感を取り上げる第三の意義である．

以下では，Ⅳ節以降の分析結果の考察にあたって必要と考えられる各国の子育てに関わ

る社会環境の特徴を概観する．女性のライフコースはそれぞれの社会で期待される働き方

や雇用慣行，保育制度などによって影響を受けている．ここでは紙幅の制約もあるため，

女性のライフコース，働き方，保育制度の3点に絞ってマクロデータで確認する．次いで，

各国の子育て環境を総合的に示していると考えられる福祉レジーム類型に関する近年の研

究成果を紹介する．

2．女性のライフコース

最初に，OECDのデータを用いて女性のライフコースに関する各国の特徴を確認する

（OECD,2005a）．

図1は，日本，ドイツ，イタリア，アメリカ，スウェーデンの女性の就業率を年齢階級

別に示したものである．ここからわかるように，日本は子育て期の30代前半で就業率が最

も低くなる，いわゆる「Ｍ字型」を描くのに対し，ドイツやイタリアでは子育て期にも就

業率が下がらない「台形型」である．ただし，イタリアはどの年齢階級においても就業率

が低いため，全体的に台形の高さが低い．
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2）イタリアの人口学者であるビラーリは，低い生涯出生率（カンタム）の要因として，政策の不備（子どもを

持つ場合の高い経済的コストを含む）のほかに，家族主義的な福祉制度と固定的なジェンダー制度を挙げてい

る．



このようなパターン

の違いは，幼い子ども

のいる母親に限ったデー

タを見るとより鮮明で

ある（OECD,2005a）．

3歳未満の子どもを持

つ母親の就業率（2002

年）は日本で28.5％，

ドイツで56.0％，イタ

リアで54.4％であり，

日本は3カ国のなかで

際だって低い（表1）．

しかし，子どもの年齢が6歳以上13歳以下

の母親の就業率を見ると，日本では68.1％

まで上昇し，3カ国の中で最高となる．他

方，ドイツは64.3％，イタリアは49.4％に

とどまっている．ドイツも日本と同様に子

どもの年齢が上がると就業率は上昇する傾向が見られるものの，上昇率は1割程度にすぎ

ず，2倍以上の伸びを示す日本ほど高くない．日本女性のライフコースの特徴は，子ども

の年齢によって就業上の地位が劇的に変化する点にあると言えるだろう．

3．働き方―労働時間と賃金体系

表2に示すように，被雇用者の年間労働時間（2004年）は日本の1,840時間に対してド

イツは1,360時間，イタリアは1,519時間であり（OECD2005b：255），日本の長時間労働

が際だっている．なお，ドイツはフランス（1,441時間）と並んでOECD加盟国の中で労

働時間が最も少ないグループに属する．

続いて，ジェンダーによる労働時間の違いを確認するため，男女別の週あたり実労働時

間（製造業）の2005年データを見てみよう（総務省統計研修所 2007：307-308）．日本の

男性は46.8時間，女性は37.6時間，ドイツでは男性37.7時間，女性37.3時間，イタリアで

は男性41.1時間，女性36.5時間である．ドイツでは男女ともに労働が短く，また，男女差

は0.4時間（24分）にすぎない．ドイツの短い労働時間は日本やイタリアの女性と同水準

である．日本は男女ともに労働時間が最も長いが，特に男性で顕著であることがわかる．

日本では長時間職場で過ごすことが「標準的な働き方」とされているため，このような期

待に応えることが難しい子育て期の女性たちが労働市場から退出せざるを得ない状況が示

されている．

日本では年功序列型の賃金体系がとられてきたため，労働市場からの退出は大きな経済

的損失をもたらすが，ドイツやイタリアではどうなのか．勤続年数によって賃金がどのよ
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図１ 年齢階級別の女性の就業率（2006年）

表１ 子どもの年齢別の母親の就業率（2002年）

3歳未満 3－5歳 6－13歳
日本 28.5 48.2 68.1
ドイツ 56.0 58.1 64.3
イタリア 54.4 51.7 49.4

出典）（OECD,2005a）



うに変化するのか，

を男女別データで

確認してみよう

（労働政策研究・

研修機構 2008：

183）．日本につい

ては勤続年数が0～4年の賃金，ドイツとイタリアについては1～5年の賃金を100とし

た時の勤続年数別の賃金を示しているのが図2－Ａ（男性）と図2－Ｂ（女性）である．

勤続年数とともに賃金が上昇する傾向は男女ともに日本でもっとも強いが，特に男性で顕

著である．ドイツも日本と同様に年功型の賃金体系であるが，その傾向は女性でより強い

という違いが見られる．イタリアは両国に比べて年功制の色彩がうすく，勤続年数20～29

年のピークでも男女と

もに1.3倍以下にとど

まっている．

4．保育制度

日本では1990年のい

わゆる「1.57ショック」

を契機に少子化対策へ

の関心が高まり，1994

年12月に「今後の子育

て支援のための施策の

基本的方向について」

（エンゼルプラン）と

「緊急保育対策 5カ年

事業」が発表された．

これらを見直す形で，

1999年2月には「重点

的に推進すべき少子化

対策の具体的実施計画

について」（新エンゼ

ルプラン）が策定され，

2000年度から2004年度

までの計画が立てられ

た．その後，「少子化

社会対策大綱に基づく

具体的実施計画」（子
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表２ ３カ国の労働時間に関するデータ

被雇用者の年間労働時間（2004年） 週あたり実労働時間（製造業，2005年）

男性 女性
日本 1,840 46.8 37.6
ドイツ 1,360 37.7 37.3

イタリア 1,519 41.1 36.5

出典）被雇用者の年間労働時間については（OECD 2005b:255）
週あたり実労働時間については（総務省統計研修所 2007：307-308）

図２－Ａ 勤続年数別の賃金格差（製造業，2002年：男性）

図２－Ｂ 勤続年数別の賃金格差（製造業，2002年：女性）



ども・子育て応援プラン）が決定され，2005年度から5年間の予定で計画が実施されてい

るところである．しかし，このような一連の取り組みにもかかわらず，保育所への待機児

童数は2万人に達しており，保育ニーズの高まりに保育所の整備が追いつかない現状があ

る（内閣府 2008）．

ドイツについては，�ヨーロッパの中でも保育制度の整備が比較的遅れている，�保育

制度の充実度には大きな地域差が見られ，女性の就業を促進するために全日制保育や学童

保育などが整備されてきた旧東ドイツ地域では保育所に通う3歳児以下の子どもの割合

（2000年）は50％に達するのに対し，母親による家庭での保育を前提としてきた旧西ドイ

ツ地域では5％にとどまる，といった特徴が見られる（原 2006：78）．なお，2006年のデー

タでも依然として大きな地域差が確認されており，旧東ドイツ地域の3歳未満児の保育サー

ビスの利用割合が39％であるのに対して，旧西ドイツ地域では7.8％にとどまっている

（内閣府 2007：80）．

このように，旧西ドイツ地域では保育制度が不十分であるため，子どもを保育所に行か

せるか否かを自由に親は選択できない，という問題がある（ブラッツ 2006）．また，子ど

もが学校に通うようになっても，ドイツの学校は全日制ではなく，給食サービスのない半

日制であるため，母親の就業が難しいと言われている（ブラッツ 2006）．

このような就業と子育ての両立が難しい状況の根底には，「子どもが3歳になるまでは

母親が仕事をせずに子どもの面倒をみるのがよい」といういわゆる「3歳児神話」がある

（ブラッツ 2006）．イタリアでも「3歳児神話」の考え方は根強く残っていると言われて

いる．例えば，「母親の就業は就学前の子どもに害を与える」という考え方についてヨー

ロッパの国々を比較したデータによると，イタリアでは81％と支持率が極めて高い（ビラー

リ 2008：32）．このような考え方を反映するように，イタリアもドイツと並んでヨーロッ

パでは保育制度の整備が遅れている国の一つである（公立保育所が制度化されたのは1971

年，私立保育所が認められたのは1991年）．また，保育所の総定員は，対象となる生後3

か月から3歳未満の全子ども数の6％しか満たしていないため，親の大半は親族の助けに

依存せざるを得ない（厚生労働省 2006：50）３）．

このように，日本，ドイツ，イタリアの3カ国では，保育制度の整備が遅れているとい

う共通した特徴が見られる．

5．福祉レジーム類型

既述したように，Esping-Andersenは「保守主義」「社会民主主義」「自由主義」とい

う3つの福祉レジーム類型を提示したが（Esping-Andersen1990＝2001），その後，「保

守主義」に関しては，その中に家族に期待されている役割がより一層大きい「家族主義」

（イタリアやスペインなどの南ヨーロッパがその典型）が含まれており，両者は区別すべ

きではないか，という疑問が出された（Esping-Andersen1999＝2000）．この点に関わっ
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3）イギリス，フランス，スェーデン，ドイツ，イタリア，アメリカの6カ国の子育てに関する家族政策の特徴

が紹介されている（pp.48-50）．



て，ドイツは「保守主義」の典型とする見方がほぼ定着しているが，日本やイタリアにつ

いては用いるデータの種類や分析方法などによって異なる結果が得られている．

マクロデータを用いて計量分析をおこなった先行研究では欧米諸国のみが取り上げられ

ることが多かったが，近年になって，アジアの国々も含めた計量分析がおこなわれるよう

になっている．ここでは本稿と直接関連する子育て支援策に関するデータを用いて日本と

ヨーロッパの福祉レジーム類型を検討した福田（2003）の研究と，日本や韓国，台湾を含

めた22もの国と地域を取り上げたという点で貴重なLee&Ku（2007）による研究を紹介

する．

福田は，EU諸国と日本の子育て支援策に関する9種類の指標を用いて，各国の福祉レ

ジーム類型をウォード法によるクラスター分析で検討した４）．分析の結果，デンマーク，

スェーデン，ノルウェーから構成される「Scandinavian型」，イタリア，ポルトガル，ギ

リシャ，スペインといった南欧諸国にオランダ，日本，フィンランドを加えた「South

Europe型」，イギリスとアイルランドからなる「Anglo-Irish型」，オーストリア，ドイ

ツ，ベルギー，フランスから構成される「Franco-German型」の4クラスターが得られ

た．各クラスターの特徴については，順に，子育てと就業の両立支援策を積極的におこなっ

ている国々，両立支援策と経済支援策のいずれも低水準な国々，総合的にみた場合の子育

て支援策の水準は高くないものの，低年齢層の育児サービスに力点を置いている国々，家

族の子育て機能の維持や促進に力点をおいている国々と解釈されている．この分析結果に

関して，福田はEsping-Andersenによる類型とは異なる類型が得られたといういう認識

のもとに考察をおこなっている．本稿の問題関心との関連では，日本がイタリアと同じく

子育て支援策の水準が低い国に属すること，また，ドイツは多くの先行研究と同様にフラ

ンスと並んで「保守主義」のグループに含まれていることを確認しておきたい．

Lee&Kuは，エスピン＝アンデルセンが提示した3つの福祉レジーム類型で日本，韓

国，台湾という東アジアの国や地域がとらえきれるのか，という問題意識をもとに計量分

析をおこなっている（Lee&Ku2007）．Lee&Kuは，東アジアの福祉レジーム類型を

検討するにあたっては，経済成長を最優先させる「開発／生産福祉」レジーム（the

developmental/productivistwelfare）が成立している可能性に着目する必要があると指

摘する．

まず，1980年代と1990年代の二つの時期に分けて15の指標を用いた因子分析をおこない，

得られた4因子について開発主義，コーポラティズム，社会保障における自己責任，国際

貿易競争と命名した５）．この結果を用いて1980年代と1990年代という年代別に階層クラス

ター分析をおこなった．その結果，1980年代には「社会民主主義（デンマーク，スウェー
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4）論文の前半では，2001年前後のデータを用いて，EU諸国（オーストリア，ベルギー，デンマーク，フィン

ランド，フランス，ドイツ，ギリシャ，アイルランド，イタリア，ルクセンブルグ，オランダ，ノルウェー，

ポルトガル，スペイン，スウェーデン，イギリス）と日本の子育て支援政策の概要が整理されている．

5）分析に用いられた15の指標は，政府の社会支出，社会投資，社会消費，労働組合参加率，労働力のうち非農

業の割合，年金でカバーされていない人の割合，賃金の男女差別，年金数・健康保険数，高齢者の収入のうち

公的年金によらない割合，被雇用者が社会保障で負担する割合，子どもと一緒に住んでいる高齢者の割合，雇

用主による社会保障の負担割合，全年金のうち私的年金の割合，GDPに対する貿易比率，GDPに占める非農

業生産の割合である．



デン，フィンランド，ノルウェー，イギリス，オーストラリア，ニュージーランド）」，

「コーポラティズム（オーストリア，フランス，イタリア，ドイツ，日本）」，「自由主義

（カナダ，アメリカ，スイス）」，「開発型（韓国，台湾）」の4類型のほか，どこにも位置

づかないベルギーとオランダからなるクラスターも得られた．1990年代には，イギリス，

オーストラリア，ニュージーランドが社会民主主義から脱落して自由主義に含まれるよう

になったという変化が見られた．また，ベルギーが社会民主主義に，オランダは自由主義

に吸収されたために4つのクラスターになった．しかし，1990年代になっても日本，ドイ

ツ，イタリアの3カ国はコーポラティズム（保守主義）として一つのクラスターを形成す

ることが確認されている．

クラスター分析では，対象として含める国や用いるデータの違いによって国の相対的な

特徴が異なって描かれるため，各国のレジーム類型を解釈するにあたってはこの点に注意

が必要である．これら2つの研究の分析結果についても，対象となった国・地域やデータ

の違いによって，ドイツの類型が異なって把握された可能性が考えられる．いずれにして

も，本稿との関連では，日本が独自のレジームに属するのではなく，イタリアやドイツと

類似した類型であるという知見が得られていることを確認しておきたい．

Ⅳ．ジェンダーと子どもを持つことの負担感

調査では「あなたに（もう1人）子どもがいると仮定すると，あなたの生活は現在と比

べて，どう変わると思いますか」と尋ね，「1．ずっと良くなる」「2．少し良くなる」

「3．変わらない」「4．少し悪くなる」「5．ずっと悪くなる」という5つの選択肢のな

かから一つを選ぶという回答形式である．

日本では「a．生活水準」「b．やりたいことをやる自由」「c．就職や昇進の機会」「d．

性生活」「e．自分に対するまわりの見方」「f．心のやすらぎ」「g．生活全般の満足度」と

いう7つの領域を尋ねている．ドイツとイタリアでは「生活全般の満足度」の代わりに

「人生における安定」が含まれている．なお，イタリアでは「パートナーとの関係」「パー

トナーの就業機会」「親との関係」の3領域，ドイツではこれら3領域に「年をとった時

の保障」を加えた4領域に関する負担感も尋ねている．

「保守主義」的な福祉レジームや，それと密接に関連する固定的なジェンダー関係が子

どもを持つことに関する負担感を高めている可能性を国際比較の観点から検討するにあたっ

て，まず，3カ国共通の質問項目である「a．生活水準」「b．やりたいことをやる自由」

「c．就職や昇進の機会」「d．性生活」「e．自分に対するまわりの見方」「f．心のやすらぎ」

という6つの領域に関する負担感について分散分析（ANOVA）をおこない，男女差を

検討する．分析の結果， 3カ国共通して有意な男女差（1％水準）が見られたのは「b．

やりたいことをやる自由」「c．就職や昇進の機会」「f．心のやすらぎ」の3領域，ドイツ

ではさらに「a．生活水準」も有意である．図3は日本，図4はドイツ，図5はイタリア

の男女別の平均値である．目盛りは1点きざみで，最大値は4と設定してある．
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3カ国ともに「a．生活水準」に

ついては他の領域に比べて値が大き

く，負担感が大きい領域である．

「b．やりたいことをやる自由」の

負担感も相対的に大きい．また，

「b．やりたいことをやる自由」は

女性で負担感がやや大きいという点

も3カ国で共通している．

6領域のなかで男女差が最も大き

いのは「c．就職や昇進の機会」に

関する負担感であり，特に日本とド

イツで顕著である．これに対して，

「d．性生活」「e．自分に対するま

わりの見方」は他の領域と比べて相

対的に値が小さく，かつ，有意なジェ

ンダー差も見られない．

「f．心のやすらぎ」はいずれの

国においてももっとも値が小さいこ

とから，情緒的な満足感の上昇が子

どもをもつことのベネフィットとし

て認識されていると言えるだろう．

ただし，国によってジェンダーによ

る違いが見られる．ドイツでは男女

差が見られないのに対し，イタリア

と日本ではジェンダーによって異な

る．ただし，イタリアと日本ではジェ

ンダーと負担感の関連の方向は逆で

あり，イタリアでは「悪くなるだろ

う」という見込みは男性でより強い

のに対し，日本では女性でより強い．

ジェンダーと子育て負担感の分析を進めるにあたって興味深いのは，「b．やりたいこ

とをやる自由」や「c．就職や昇進の機会」についての負担感が女性でより大きいことで

ある．このような結果はジェンダーに基づく分業が依然として強く残る3カ国に共通した

社会環境に由来していると推測される．これらの負担感を低く抑えると同時に，子どもの

誕生によって「f．心のやすらぎ」が得られるという感覚をもてるような社会環境の整備

が少子化対策としては重要なことがこのデータからも示されている．
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図３ 子どもがいる場合の生活の変化（日本）

図４ 子どもがいる場合の生活の変化（ドイツ）

図５ 子どもがいる場合の生活の変化（イタリア）



次節では3カ国共通してジェンダーによる負担感の差が大きく，かつ，政策によって軽

減をはかることが可能な「就職や昇進の機会」と，子どもをもつことのベネフィットを表

す「心のやすらぎ」という2つの領域に関する負担感を取り上げ，その規定要因に関する

比較分析をおこなう．

Ⅴ．分析

①性別，②年齢，③妻が就業している世帯か否か，④世帯年収（対数），⑤中等教育を

修了しているか否か，⑥高等教育を修了しているか否か，⑦非伝統的家族観，⑧子ども数

という7つの説明変数の効果を重回帰分析で検討する．ただし，イタリアでは世帯年収の

質問項目がないため，分析に含めることはできない．

①性別については，基準カテゴリーである男性に0，女性に1という値を与えてダミー

変数を作成する．③妻が就業しているか否かについては，妻が就業していない世帯を基準

カテゴリーとして0，妻が就業している世帯に1を与えたダミー変数を用いる．収入につ

いては選択肢の中央値を与えたうえで，分布の歪みを補正するために対数変換した値を用

いる．学歴が与える効果については，初等教育修了を基準カテゴリーとして，⑤中等教育

修了と，⑥高等教育修了の二つのダミー変数を用いて検討する．⑦非伝統的家族観につい

ては，「結婚せずに，男女がいっしょに暮らしてもよい」という質問項目に賛成している

度合いを用いる（「反対」は1，「どちらかといえば反対」は2，「どちらともいえない」

は3，「どちらかといえば賛成」は4，「賛成」は5）．本稿の問題設定との関連では性別

役割分業に関わる価値観を用いることがより直接的な検討になるが，「男が家族を養い，

女は家庭をまもるのが，みんなにとってよい」という質問項目は日本の調査票だけに含ま

れていたため，3カ国共通の質問項目である同棲に関する価値観を代替的に用いることに

する．

「就職や昇進の機会」に関する分析結果を表3に示す．修正決定係数によると，日本で

は約20％，ドイツでは約25％という高い説明力を持つものの，イタリアでは4％と説明力

がかなり小さいため，イタリ

アについては参考程度とする．

主な知見は以下の6点である．

第一に，他の要因をコント

ロールしても3カ国共通して

性別で有意な効果が得られ，

女性で負担感が大きいことが

明らかになった．標準化偏回

帰係数を見るとイタリアと比

べて，日本とドイツの両国で

大きく，日本とドイツでは仕

―31―

表３ 「就職や昇進の機会」に関する負担感の重回帰分析

日本 ドイツ イタリア
性別 0.420*** 0.516*** 0.168***
年齢 -0.141*** 0.114*** 0.027
妻就業世帯 -0.020 -0.013 0.027
世帯年収 -0.017 0.103*** ----
中等教育ダミー 0.026 0.092** -0.037**
高等教育ダミー 0.016 0.032 -0.031
非伝統的家族観 0.043** -0.019 0.009

子ども数 0.047*** -0.012 0.114***
修正決定係数 0.206 0.244 0.040
F値 91.21*** 79.42*** 24.92***
サンプル数 2,779 1,945 4,036

注）***は1％水準で有意，**は5％水準で有意



事に関する女性の負担感が極めて大きいことが示されている．前節で見たように，日本と

ドイツは先進国の中でも年功制の賃金体系がとられている一方で，保育制度の整備が不十

分であるため，女性で負担感が極めて高くでているのではないか．

第二に，日本とドイツでは年齢が有意な効果を持つが，その方向は逆である．日本では

若者で負担感が大きいのに対し，ドイツでは年齢が高くなるほど負担感が大きい．日本で

は就職や転職に際して年齢制限が実質的に設けられているうえ，若者で急激に増えている

非正規雇用の給与や待遇は正規雇用と比べてかなり低く抑えられている．つまり，若いう

ちに正規雇用としての就職ができなければ，生涯賃金も低くなり，老後に受け取る年金額

も少なくなるなどの不利な状況に陥ってしまう．このような年齢に基づく固定的な雇用慣

行があるために，日本の若者では「就職や昇進の機会」に関する子育て負担感が相対的に

大きいと考えられる．

第三に，ドイツでは世帯年収が高い人で負担感がより大きい．

第四に，ドイツとイタリアでは中等教育ダミーが有意な効果を持っているが，効果の方

向は逆である．ドイツでは中等教育を修了した人の方が初等教育しか受けていない人より

も負担感が強いのに対し，イタリアでは初等教育のみの人の方が負担感はより強い．ドイ

ツでは世帯年収が高いほど負担感が強いという分析結果と併せて考えると，ある程度のゆ

とりのあるライフスタイルを送っている人々にとって子どもをもつことは負担が大きいも

のと受けとめられているようである．

第五に，日本では非伝統的家族観をもつ人々のなかで負担感がより大きい．標準化偏回

帰係数の値は小さいものの，このような有意な効果は他の国では見られないことから，家

族観の違いが仕事面での負担感に違いをもたらしている点に日本の特徴がある．

第六に，日本とイタリアでは子ども数が多いほど負担感が大きいことから，両国では仕

事に関する機会コストの高さが追加出生に際しての障壁と認識されていると言えるだろう．

以上の分析結果は，他の要因をコントロールしても「就職や昇進の機会」に関する子育

て負担感は女性でより大きいことが3カ国に共通していることを示している．社会経済面

におけるジェンダー構造が心理面にも反映されていると言えるだろう．また，日本の特徴

は，年齢が若い層では子どもをもつことと仕事上のチャンスがトレードオフ関係として存

在している状況への危惧が強いこと，そして，家族に関わる価値観の違いによって仕事上

の負担が異なって感じられている点にある．

表4は「心のやすらぎ」に関する分析結果である．修正決定係数によると，日本とドイ

ツでは約10％の説明力を持つものの，イタリアでは6％程度と値が小さいため，イタリア

については参考程度とする．主な知見は以下の3点にまとめられる．

第一に，性別の効果は日本とドイツで有意であり，子どもをもつことによって「心のや

すらぎ」が得られるだろうという期待は男性でより高いことが明らかになった．

第二に，年齢の効果は3カ国共通しており，若いほど「心のやすらぎ」が得られると肯

定的にとらえている．

第三に，3カ国ともに子ども数が少ない場合には「心のやすらぎ」が得られると考えら
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れている．

分析結果をまとめると，

「心のやすらぎ」に関しては

各国に共通した要因が有意な

効果を持つのに対し，「就職

や昇進の機会」に関する負担

感は労働市場の構造や子育て

をめぐる社会環境の影響を受

けやすいことが示されている．

Ⅵ．終わりに

本稿を締めくくるのにあたって，分析結果を日本に焦点をあてる形で整理し，その政策

的含意を示す．

まず，日本ではドイツやイタリアと同様に，「就職や昇進の機会」に関する子育て負担

感は女性で大きい．ジェンダーによる分業が固定的な社会では，「就業や昇進の機会」に

関する女性の負担感を軽減する両立支援策や，労働市場からの退出がその後の大きな損失

につながらない労働市場への構造的転換などが少子化対策上も重要であることが示されて

いる．

第二に，日本に固有な特徴として，若者の間で「就職や昇進の機会」に関する負担感が

大きいことが挙げられる．他方で，子どもを持つことによって「心のやすらぎ」が得られ

るという期待もドイツやイタリア同様に若者で大きい．これらの分析結果は，若者に力点

をおいた就業環境の整備が少子化対策上も有効である可能性を示している．

第三に，既にいる子ども数が多いほど「就職や昇進の機会」と「心のやすらぎ」のいず

れについても負担感が大きい．一人目の子育てと仕事の両立を容易にする政策的支援が第

二子出生，第三子出生へとつなげていくために重要であることが示されている．

最後に，同棲を許容するという新しい家族観をもっている人々の間では「就業や昇進の

機会」についての負担感がより大きいことから，両立支援策は，新しい家族観をもつ人々

の間でも求められていると言えるだろう．
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GenderandtheSenseofBurdenRegardingChildrearing:AComparative
AnalysisofJapan,GermanyandItaly

AkikoIWAMA

Thisarticleexploreshowmarriedmenandwomenthinktheirlifewouldbebetterorworseif

theyweretohaveachildoranotherchildinthenextthreeyears,andwhatfactorsaffectthese

anxietiesandexpectationsinJapan,GermanyandItalyfromagenderperspective.

UsingthedatafromtheGenerationandGenderSurvey,Ifirstexamined,throughANOVA,the

relationshipsbetweengenderandtheexpectedimprovementorworseningofeachofthefollowing

areasintheirlives: financialsituation,thepossibilitytodowhattheywant,employment

opportunities,sexuallife,whatothersaroundthinkofthem,andjoyandsatisfactionfromlife.In

allthreecountries,thelargestgendergapisfoundinexpectedchangesinemploymentopportuni-

ties,followedbythoseconcerningthepossibilitytodowhattheywant,withwomenexpectingtheir

situationstobeworsethantheirmalecounterpartsdo.Ontheotherhand,thejoyandsatisfaction

inlifeexpectedfromhavingachildshowsdifferentgendereffectsacrosscountries:thereisno

gendergapinGermany,butwomeninJapananticipatelessandwomeninItalyanticipatemorejoy

andsatisfactionfromhavingachildoranotherchild.

Secondly,aregressionanalysisontheanxietyfortheiremploymentopportunitiesyieldsthe

followingresults:1)womenhavestrongeranxietythanmeninallthreecountries,evenafter

controllingforvariousfactorssuchasage,education,householdincomesandfamilyvaluesandso

on;2)whereasyoungerpeoplehavemoreanxietyaboutemploymentopportunitiesinJapan,

youngerpeoplehavelessanxietyinGermany;3)thehigherthehouseholdincomeis,themore

anxietyGermansexpress,4)althoughpeoplewhohavesecondaryeducationhavemoreanxietyin

Germany,peoplewithonlyprimaryeducationhavemoreanxietyinItaly;5)peoplewhoaccept

cohabitationtendtothinkthatitisdifficulttocombineemploymentandchild-rearinginJapan;6)

themorechildrentheyhave,thestrongeranxietyforlosingemploymentopportunitiestheyhave

inbothinJapanandItaly.

Thirdly,theresultsofaregressionanalysisontheexpectationtogetjoyandsatisfactioninlife

byhavinga/anotherchildindicatethat1)mentendtoexpectmorejoyandsatisfactionbothin

JapanandGermany;2)theyoungergenerationtendstohavesuchexpectationinallthreecounties;

3)peoplewithhavingmorechildrentendtothinkthathavinganotherchildwilllessentheirjoyand

satisfactiontogetfromlife.

TheseresultsshowthatifJapanweretodeveloppoliciestoaddresstheproblemofthedeclining

birthrate,itisimportanttoimproveemploymentconditionssoastoreducetheanxietypeoplehave

withregardtoemploymentopportunities,whichwasespeciallystronglyexpressedbywomen,the

youngergeneration,peoplewithmorechildrenandthosewhohaveunconventionalviewsaboutthe

family.
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特 集 Ⅱ

将来人口推計（全国推計）に関連した研究（その３）

将来人口推計における確率推計の応用に関する研究

石 井 太

はじめに

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」では，従

来から行われていた，出生仮定に「出生中位・出生高位・出生低位」の3通りを設定する

ことに加え，死亡仮定にも「死亡中位・死亡高位・死亡低位」の3通りの設定を行い，こ

の組み合わせによる9通りの将来人口推計結果を提示することにより，出生・死亡両仮定

の変動に起因する将来人口推計結果の不確実性に対し，以前に比べより豊富な情報提供が

行われている（国立社会保障・人口問題研究所 2007）．このように複数の仮定を設定する

方法は，人口推計結果の不確実性を表現する有力な方法の一つであるが，一方で，この方

法では複数の仮定に対する確率が明示されていない点，仮定の組合わせ方によっては関心

となる変数全ての不確実性を同時に表現することができない点など，問題点も指摘されて

いる．

このような問題に対応するため，将来の人口変数を確率的に捉え，その確率分布を示す

ことによって将来人口推計の不確実性を表現するのが確率推計によるアプローチである．

本研究は，石井（2006）において開発された手法に改良を加え，平成18年推計に対して確

率推計を適用し，各種の検討を行うことを目的とするものである．
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本研究では，有識者調査による予測値の分布を用い，平成18年12月推計に確率推計を適用する検

討を行い，実行結果を用いて，年齢階級別人口の不確実性を概観するマップの作成や，総人口・年

齢別構成割合等の信頼区間の推定を試みた．また，複数仮定によるアプローチにおいて指摘される

問題点について考察を行い，「複数の仮定に対する確率が明示されていない」点については，確率

推計の実行が，複数仮定によるアプローチの推計結果を補い，理解を深めることにも資すると考え

られること，また，「関心となる変数全ての不確実性を同時に表現することができない」点につい

ては，一般的には確率推計の方がより自然な対応が可能であることを観察した．

将来人口推計に関する不確実性については，より包括的な情報提供に努めるとともに，確率推計

の応用を含めた不確実性の情報提供の方法論についてもさらなる研究を行っていくことが今後の課

題である．



Ⅰ 確率推計の手法

1． 将来人口推計における不確実性

公的将来人口推計は，各種施策立案の基礎として広範に利用されることから，客観的・

中立的に行われることが求められるため，「人口投影（PopulationProjection）」という

手法に基づいて推計が行われるのが標準的とされている．人口投影とは，過去の傾向等か

ら出生・死亡・移動などについて一定の仮定を設定し，これに基づいて人口を将来に向け

て映し出す，すなわち，投影するというものであり，無条件に将来を当てることを一義的

な目的とする「予測（prediction）」とは性格が異なる．特に，わが国の公的将来人口推

計においては，より厳格に客観性・中立性を担保する観点から，出生・死亡・移動などの

仮定値の設定についても，過去の人口学的データの推移や傾向を将来に投影して設定を行っ

ている．

このように設定された将来の仮定値，及び，これら仮定値に基づいて推計された将来の

人口推計結果は，当然のことながら不確実性を伴うものである．公的将来人口推計におい

ては，このような不確実性に対応するため，複数の仮定を設定し，それらに基づく複数の

将来推計人口を提供することが一般的に行われる．国立社会保障・人口問題研究所「日本

の将来推計人口」でも従来よりこのアプローチが採用されてきており，出生仮定に「中位・

高位・低位」の3通りを設定し，3通りの将来推計人口を提供することで，利用者に対し

て将来推計人口結果の不確実性に関する情報提供を行ってきた．さらに直近の平成18年12

月推計においては，出生仮定に加え，死亡仮定にも3通りの設定を行い，この組み合わせ

による9通りの将来人口推計結果を提示することにより，出生・死亡両仮定の変動に起因

する将来人口推計結果の不確実性に対し，以前に比べてより豊富な情報提供を行っている

ところである．

しかしながら，このような複数の仮定を設定し，複数の推計結果を示すアプローチには

問題点も指摘されている．NationalResearchCouncil（2000）は，このアプローチにお

いては，複数の仮定に対する確率が明示されておらず，その範囲の定め方が明確でない点，

さらに，その範囲が各年の変動を意図したものなのか，長期的な平均値の変動を意図した

ものかが明らかでないことを問題としている．また，出生・死亡など，それぞれの仮定の

組合わせ方によっては，関心となる変数全ての不確実性を同時に表現することができない

点も問題点としている．例えば，米国センサス局の推計では高位推計として高出生率・低

死亡率・高移入の組合せ，低位推計として低出生率・高死亡率・低移入の組合せを用いる

のに対し，米国社会保障庁では低コスト推計として高出生率・高死亡率・高移入の組合せ，

高コスト推計として低出生率・低死亡率・低移入の組合せを用いる．このため，センサス

局推計では総人口や人口成長率については広い範囲の結果となるのに対し，老年従属人口

指数は狭い範囲の結果となってしまう．また，社会保障庁推計ではその逆の状況が生ずる

のである．
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さらに，別の問題点として，複数仮定設定というアプローチでは，一般に，各年齢，男

女，将来の各時点における人口動態率は完全に相関しているものとして設定されるが，こ

のようなモデルは経験的には成立せず，推計結果の解釈が困難であることなどから，複数

仮定によるアプローチに基づく推計結果は，確率的な観点から整合的な解釈を与えること

はできないとの指摘もなされている．

このような問題に対応するため，将来の人口変数を確率的に捉え，その確率分布を示す

ことによって将来人口推計の不確実性を表現するのが確率推計によるアプローチである．

確率推計は，この確率分布を構成する方法によっていくつかのタイプに分けることができ

るが，主なものとして，時系列解析を用いる方法，専門家調査を用いる方法，事後的分析

による方法が挙げられる．時系列解析による方法は，過去の実績値の変動に基づいて将来

の人口変数の確率分布を構成する方法であり，代表例として米国の死亡率推計への応用を

行ったLeeandCarter（1992）が挙げられる．専門家調査による方法は，専門家に対す

る調査結果を用いて確率分布の設定を行うものであり，Lutzetal.（1998）などの先行研

究が挙げられる．一方，事後的分析による方法は，過去に行われた推計の誤差を用いて将

来人口推計の不確実性を評価する方法であり，Keyfitz（1981）やStoto（1983）が先行

研究として挙げられる．

また，わが国において確率推計を将来人口推計に適用した先行研究としては，鈴木［等］

（2003），北村・中嶋（2004），加藤（2005），石井（2006）などが挙げられるが，本研究に

おいては，石井（2006）において開発された専門家調査を用いる方法を基礎とし，平成18

年将来人口推計に対して確率推計の適用を試みることとした．

2． シミュレーションの全体像

本研究で行うシミュレーションの方法は，石井（2006）において開発されたものを基礎

としているが，ここでは，その概要及び主な改良点などを中心に，シミュレーションの方

法と仮定値設定について簡潔に述べる．

本研究では，コーホート要因法による将来人口推計の前提のうち，出生率仮定・生残率

仮定について確率的に仮定設定を行い，これに基づくシミュレーションを実行して将来人

口推計結果の信頼区間などを作成する確率推計を行う．図1は本研究で行ったシミュレー

ションの全体像を表したものである．大きい四角で囲われているのが，繰り返しにおける

1回のプロセスを表し，これを複数回（k回）実行してk組の将来人口推計結果を作成す

る．本研究ではこのプロセスを10,000回（k＝10,000）実行した．
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図１ シミュレーションの全体像



次にプロセス内部について述べる．まず，一番上の点線で囲まれた部分に示されている

ように，推計期間である2005～2055年の男女別平均寿命と合計特殊出生率を乱数を用いて

発生させる．このとき，発生する平均寿命及び合計特殊出生率は後述する専門家調査の予

測分布に従うものとし，かつ，プロセス内では一定の時系列相関を持つようにする．

次に，発生させた平均寿命・合計特殊出生率を，年次別，年齢別生残率・出生率へと変

換する．国際人口移動仮定・出生性比は平成18年12月推計の前提を固定して用いることと

すると，これによりコーホート要因法による将来人口推計を行うための前提が1組整うこ

ととなる．そこで，これらの前提に基づき，コーホート要因法により将来人口推計を実行

して2005～2055年の性別・年齢別総人口を得る．したがって，これらをk回繰り返すこ

とにより，k組の将来人口推計結果が得られる．

シミュレーションの全体像は以上に述べた通りであるが，以下，シミュレーションに用

いた平均寿命と合計特殊出生率の予測分布や仮定値の設定方法などについてより詳細に述

べる．

3． 有識者調査の予測値の分布

本研究では，仮定値の分布設定にあたり，厚生労働科学研究費「少子化関連施策の効果

と出生率の見通しに関する研究」（主任研究者：高橋重郷）において実施された「少子化

の見通しに関する有識者調査」に基づく有識者全体の予測値の分布を用いた１）．同調査で

は，2050年における男女別平均寿命の予測値，合計特殊出生率の予測値が調査されている

ことから，これを仮定値の分布設定に用いる．ただし，同調査において得られた分布に対

し，正規分布をカーネル関数としたカーネル密度推定（Simonoff1999）を行って得た分

布を推計に用いることとした２）．平滑化後の密度関数推定結果を示したものが，図2～4

である．
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図２ 平均寿命の予測値の分布（男性） 図３ 平均寿命の予測値の分布（女性）

1）本調査の使用にあたり，「少子化関連施策の効果と出生率の見通しに関する研究」分担研究者の安藏伸治教

授及び守泉理恵氏から多大なご協力を頂いたことに感謝する．

2）バンド幅については石井（2006）と同様に設定を行った．



また，これらの分布について，平滑前後に

おける分布の特性値の変動を見たものが表1

である．これによれば，どの分布についても平滑化によりやや変動係数が増大しているが，

本研究では以後一貫して平滑後の分布を有識者の予測値の分布の仮定値として利用する．

なお，以下では，これら有識者調査の予測値の分布について，その分布関数・密度関数・

平均値・変動係数を，

F・
e・0m
2050・x・,f・

e・0m
2050・x・,・・

e・0m
2050,C・V

e・0m
2050 （2050年平均寿命・男性）

F・
e・0f
2050・x・,f・

e・0f
2050・x・,・・

e・0f
2050,C・V

e・0f
2050 （2050年平均寿命・女性）

F・
TFR
2050・x・,f・

TFR
2050・x・,・・

TFR
2050,C・V

TFR
2050 （2050年合計特殊出生率）

で表すこととする．

4． 確率推計における仮定設定

確率推計における各種仮定設定の方法についても石井（2006）による方法に基づく．そ

の基本的考え方は以下の通りである．

1．各年における平均寿命・合計特殊出生率の分布は，有識者調査による予測分布に平

均・変動係数の線形変換のみを施したものとする

2．各年における分布の平均値は，平均寿命，合計特殊出生率は平成18年12月推計の中

位推計に一致

3．各年における分布の変動係数は，年次間で線形補間を行うことにより設定

4．各年における年齢別死亡率・出生率は，平均寿命・合計特殊出生率にあわせて設定

5．年次間における分布の相関は，平均寿命・合計特殊出生率の過去の実績値の自己相

関係数を用いて設定
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表１ 予測値の分布の特性値

平均寿命（男）平滑化前 平均値 80.24

標準偏差 4.00
変動係数 4.99％

平滑化後 平均値 79.97

標準偏差 4.49
変動係数 5.62％

平均寿命（女）平滑化前 平均値 86.72

標準偏差 4.05
変動係数 4.67％

平滑化後 平均値 86.45

標準偏差 4.29
変動係数 4.97％

TFR 平滑化前 平均値 1.25
標準偏差 0.18
変動係数 14.56％

平滑化後 平均値 1.25
標準偏差 0.19
変動係数 14.89％

図４ 合計特殊出生率の予測値の分布



なお，国際人口移動に関しては有識者調査の結果がないため，本研究では確率的な仮定

設定を行わず，平成18年12月推計の仮定値を固定して用いることとした．

さて，平均寿命については，先述の有識者調査の予測分布が2050年における分布となる

ため，2005年の変動係数を0として2050年の変動係数との間で線形補間（補外）を行い，

各年の平均寿命の変動係数を設定する．具体的には，CV
e・0・

n ・・・ m,f・をn年の平均寿命

の変動係数とすると，

CV
e・0・

n ・・n・2005・・45・C・V
e・0・

2050

となる．これにより，・
e・0・
n を平成18年12月推計のn年の平均寿命として，n年の平均寿命

の分布関数は，

F
e・0・
n ・x・・ F・

e・0・
n ・ x・・・

e・0・
2050

・・
e・0・
2050・C・V

e・0・
2050

・・
e・0・
n ・CV

e・0・
n ・・

e・0・
n ・

となる．

これらの平均寿命の変動に対応し，年齢別死亡率などの生命関数を得ることが必要とな

るが，本研究では石井（2006）で開発した手法に以下のような改良を行ってシミュレーショ

ンを実行した．すなわち，石井（2006）においては，2050年将来生命表における平均寿命

と中央死亡率の修正との関係を固定的なものとして他の年次にも適用していたのに対し，

本研究では，平成18年12月推計における各年の将来生命表の中央死亡率mxを基礎とし，

発生させた平均寿命e・
・
0に対して，

logm
・
x・ klogmx

を満たすようなkを毎回求めるという改良を行い，各年次の生命関数により適合した年

齢別中央死亡率を算定することとした．

年次間における分布の相関についても，正規コピュラを用いて時系列間の分布に相関を

持たせる方法をそのまま用いた．なお，相関行列Σ

・・

・・・・・・・・・・・・・・・

1 ・ ・
2

・ ・
50

・ 1 ・ ・ ・
49

・
2

・ 1 ・ ・
48

・ ・ ・ ・ ・

・
50

・
49

・
48

・ 1

・・・・・・・・・・・・・・・

におけるρは，1948～2005年の男女別平均寿命の前年との自己相関係数とした（ρ＝

0.9969（男），0.9967（女））．
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出生率についても概ね同様の手順による．ただし，平成18年12月推計は平成14年1月推

計と異なり，人口動態統計ベースの合計特殊出生率に対応した年齢別出生率を直接の仮定

設定として用いておらず，日本人女性出生率と外国人女性出生率に分けて仮定設定を行っ

ている．したがって，平成18年12月推計では有識者調査から得られる人口動態統計ベース

の合計特殊出生率分布を直接確率的な仮定設定に利用することができないが，平成18年12

月推計では出生中位・死亡中位推計結果による人口動態統計ベースの期間合計特殊出生率

が推計結果として示されていることから，この推計結果と発生させた合計特殊出生率との

比を変動率とし，年齢別出生率は，各年次において出生率の年齢パターンを固定し，合計

特殊出生率の変動率をそのまま年齢別出生率の変動率とした．また，相関係数行列に用い

るρは，1947～2005年の合計特殊出生率の前年との自己相関係数とした（ρ＝0.9776）．

Ⅱ 推計結果

1． 仮定設定

前章で述べたシミュレーションの全体像及び各種仮定設定法に従って，将来人口推計を

繰り返し（10,000回）実施するシミュレーションを行った．本章ではそれらの推計結果に

ついて述べ，考察を行うこととする．

表2は，各仮定値の平成18年12月推計における値と行ったシミュレーションの分布の特

性値，設定に使用した有識者調査による分布（平滑化後）を比較したものである．この表
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表２ 各種前提とシミュレーション結果の比較

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055

平
均
寿
命
（
男
）

平成18年推計 死亡中位 78.53 79.51 80.22 80.85 81.39 81.88 82.31 82.71 83.05 83.37 83.67

死亡高位 78.53 79.07 79.68 80.19 80.64 81.02 81.36 81.67 81.93 82.18 82.41

死亡低位 78.53 79.93 80.77 81.50 82.15 82.74 83.26 83.74 84.17 84.57 84.93

Simulation 平均値 78.53 79.51 80.21 80.83 81.37 81.84 82.26 82.66 83.00 83.32 83.63

標準偏差 0.00 0.49 0.99 1.51 2.02 2.54 3.07 3.61 4.17 4.71 5.27

変動係数 0.00% 0.62% 1.24% 1.87% 2.48% 3.10% 3.73% 4.37% 5.02% 5.66% 6.30%

専門家調査 平均値 79.97

（平滑化後） 標準偏差 4.49

変動係数 5.62%

平
均
寿
命
（
女
）

平成18年推計 死亡中位 85.49 86.41 87.08 87.68 88.19 88.66 89.06 89.43 89.77 90.07 90.34

死亡高位 85.49 86.00 86.59 87.06 87.49 87.86 88.18 88.47 88.73 88.96 89.17

死亡低位 85.49 86.80 87.59 88.27 88.89 89.44 89.94 90.39 90.81 91.17 91.51

Simulation 平均値 85.49 86.41 87.09 87.70 88.21 88.69 89.11 89.49 89.82 90.14 90.43

標準偏差 0.00 0.46 0.94 1.41 1.89 2.39 2.85 3.32 3.86 4.38 4.91

変動係数 0.00% 0.54% 1.07% 1.60% 2.15% 2.70% 3.20% 3.71% 4.30% 4.85% 5.42%

専門家調査 平均値 86.45

（平滑化後） 標準偏差 4.29

変動係数 4.97%

T
F
R

平成18年推計 出生中位 1.26 1.22 1.22 1.23 1.23 1.24 1.25 1.25 1.26 1.26 1.26

出生高位 1.26 1.33 1.40 1.48 1.51 1.53 1.53 1.54 1.54 1.54 1.55

出生低位 1.26 1.08 1.04 1.04 1.04 1.04 1.04 1.05 1.06 1.06 1.06

Simulation 平均値 1.26 1.22 1.22 1.23 1.23 1.24 1.24 1.25 1.26 1.26 1.26

標準偏差 0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10 0.12 0.14 0.16 0.18 0.20

変動係数 0.00% 1.64% 3.24% 4.89% 6.58% 8.19% 9.86%11.42%12.88%14.38%16.09%

専門家調査 平均値 1.25

（平滑化後） 標準偏差 0.19

変動係数 14.89%



から，シミュレーション結果の分布の平均値は概ね平成18年12月推計のものに一致してい

るとともに，変動係数も設定に用いた有識者調査結果と概ね一致しており，確率的な仮定

設定が適切に行われていることが確認できる．

さらに詳細に比較する観点から，図5，6に，設定に用いた2050年の平均寿命のシミュ

レーション結果の分布（実線）と有識者調査による分布（平滑化後）の平均値を移動させ

たもの（点線）を比較して示した．合計特殊出生率についても同様に示したものが図7で

ある．これによれば，シミュレーション結果は概ね設定に用いた有識者調査の分布に従っ

ていることがわかる．

次に，各仮定値ごとに，シミュレーション結果の分布を示す．

図8，9は，各年における平均寿命の50％，90％，95％信頼区間及び分布の平均値・中

央値を表したものである．また，平成18年12月推計との比較のため，死亡高位・死亡低位
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図５ シミュレーション結果（2050年）との
比較（平均寿命，男性）

図６ シミュレーション結果（2050年）との
比較（平均寿命，女性）

図７ シミュレーション結果（2050年）との
比較（合計特殊出生率）



推計による平均寿命の仮定値も同時に示した．これらの図によれば，2055年における平均

寿命の信頼区間は，男性では50％信頼区間は［80.9，86.5］と5.7年，95％信頼区間は

［73.4，94.7］と21.3年の幅となっている．また，女性では，50％信頼区間は［88.2，92.7］

と4.5年，95％信頼区間は［80.7，100.2］と19.6年の幅となっている．

一方，平成18年12月推計の2050年の平均寿命は，男性では死亡高位が82.41年，死亡低

位が84.93年と幅は2.52年，女性では死亡高位が89.17年，死亡低位が91.51年と幅は2.34年

となっており，有識者調査による平均寿命の50％信頼区間よりも狭い幅となっている．こ

れは，平成18年12月推計の死亡高位・死亡低位仮定が，標準となる死亡率推移の死亡指数

パラメータの分散をブートストラップ法により求めて99％信頼区間を推定し，その上限・

下限を用いて設定がされていることによっているものと考えられる．すなわち，平成18年

12月推計における死亡複数仮定は，推計モデルにおける死亡水準に関する特定のパラメー
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図８ 各年における平均寿命の信頼区間等（男性）

図９ 各年における平均寿命の信頼区間等（女性）



タに着目し，そのパラメータ推定に関する不確実性に基づいて設定されたものであり，こ

れ以外の発生源からの不確実性を考慮したものではない．一方，有識者調査による平均寿

命の分布は，特定の不確実性の発生源に着目しているわけではないため，その幅が平成18

年12月推計の高位・低位の幅よりも広いものとなっていると考えられる．

次に，合計特殊出生率についても同様のものを見てみることとする．図10は，各年にお

ける合計特殊出生率の50％，90％，95％信頼区間及び分布の平均値・中央値を表したもの

である．また，平成18年12月推計との比較のため，出生高位・出生低位推計による合計特

殊出生率の仮定値も同時に示した．

2055年における合計特殊出生率の信頼区間は，50％信頼区間が［1.15，1.31］と0.16の

幅，95％信頼区間が［0.95，1.84］と0.89の幅となっている．平成18年12月推計における

2055年における低位推計，高位推計の合計特殊出生率がそれぞれ1.06，1.55と0.49の幅で

あることから，この幅は50％信頼区間の幅よりは大きく，95％信頼区間の幅よりは小さい

ものとなっている．なお，出生低位では2015年頃までに急速に出生率が低いレベルに移行

するのに対し，シミュレーションによる仮定値では95％信頼区間の下限は緩やかに減少し

ていく．このため，シミュレーションに基づく出生率は，特に推計期間前半において，出

生低位よりもかなり高い出生レベルとなっていることに注意が必要である．

次に，平成18年12月推計の9通りの出生・死亡仮定の組合せと本研究におけるシミュレー

ションとの関係を見るため，推計期間の最終年次である2055年における合計特殊出生率と

平均寿命（男女平均値）の同時分布をが図11に示した．これによれば，平成18年12月推計

の9仮定は，平均寿命の仮定値の幅がシミュレーションによる分布の幅に比べて小さいも

のとなっており，横長の長方形状の領域に位置している．
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図10 各年における合計特殊出生率の信頼区間等



前章において，複数仮定によるアプローチの問題点として，「複数の仮定に対する確率

が明示されていない点」が指摘されていることを述べた．これは，この図における9ポイ

ントの確率が示されていないということに相当する．このこと自体は，当初から確率的な

仮定設定を行わない限り解決することはできないが，この図に基づいて，9つのポイント

における確率密度をシミュレーションによる確率分布から読み取ることにより，この問題

に対する評価が一定程度可能である．このように，確率推計の実行は，複数仮定によるア

プローチの推計結果を補い，理解を深めることにも資すると考えられる．しかしながら，

それは，あくまで別途行った確率的な仮定設定との比較においてという条件付きのもので

あり，本研究でいえば，有識者調査の予測値のばらつきに基づいて得た分布との比較に基

づく評価であるということには注意が必要である．

2． 将来人口推計結果

次に，前節の仮定設定に基づいて実行した将来人口推計結果を見るとともに，考察を行

うこととする．最初に，各年次における5歳階級別将来推計人口結果が持つ不確実性を視

覚化し，概観することとする．

図12は，横軸に将来推計における年次，縦軸に年齢階級（5歳階級）を取った平面上に，

各年次における5歳階級人口の95％信頼区間の幅を示したものである．色が濃くなるほど

信頼区間の幅が大きく，推計された人口の変動幅が大きいことを意味している．これによ

れば，推計後半における超高齢層において変動幅が大きく，特に，第一次，第二次ベビー

ブーム世代の死亡動向が大きい不確実性となっていることがわかる．また，出生変動によ
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図11 合計特殊出生率と平均寿命（男女平均値）の分布（2055年）

注：数字は平成18年12月推計における仮定に基づく値．

1：出生中位・死亡中位，2：出生高位・死亡中位，3：出生低位，死亡中位，

4：出生中位・死亡高位，5：出生高位・死亡高位，6：出生低位，死亡高位，

7：出生中位・死亡低位，8：出生高位・死亡低位，9：出生低位，死亡低位



る不確実性は推計期間を通じて着実に不確実性を増加させ，推計期間の後半においては年

少人口に大きな不確実性を及ぼしているとともに，生産年齢人口の低年齢部分にも影響を

与えている．一方で，生産年齢人口の推計期間前半は色の薄い領域のみとなっており，不

確実性が低い部分であるといえよう．

図13は，各年次における5歳階級人口の変動係数を示したものであり，図12が人口の絶

対数の変動を表していたのに対し，相対的な変動割合を示すものである．これによれば，

図12で見たような高年齢におけるベビーブーム等の影響は除去され，より高齢になるほど

変動係数が増加する傾向があると見ることができる．一方で，年少人口や生産年齢人口で

の傾向は図12と概ね似たものであるといえよう．

―48―

図13 年次別・５歳階級別人口の変動係数

図12 年次別・５歳階級別人口の95％信頼区間（単位：千人）



各種施策の策定等に将来人口推計の結果を利用する場合，着目する年齢層や将来の時点

によってもその不確実性は大きく異なるものである．例えば，今後10年間の公的年金制度

の被保険者数の動向を調べるために，2015年までの20～64歳人口を見る場合，その不確実

性は低いと考えられる一方で，50年後のこどもの数を見積もるために，2055年の年少人口

を見る場合，その不確実性は相当高いものと考えておくことが必要である．このように，

図12，13に示した将来人口推計の不確実性を表すマップを念頭に置いて将来人口推計結果

を利用することにより，政策立案においても，より的確な判断を行うことが可能になるだ

ろう．

次に，より具体的な人口変数について観察するため，総人口と年齢別人口割合（年少人

口割合・生産年齢人口割合・老年人口割合）を対象に，5年毎の50％，90％，95％信頼区

間，中央値及び分布の標準偏差・変動係数を出生中位・死亡中位推計結果と比較したもの

が表3，各年の数値をグラフ化したものが図14～17である．
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表３ 総人口・年齢別人口割合の推計結果

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055
総人口（万人） 出生中位･死亡中位結果 12,77712,71812,54312,27311,92711,52211,06810,56910,044 9,515 8,993

95%上限 12,77712,73712,61112,41712,16711,87611,54811,18010,79410,38710,002
90%上限 12,77712,73312,59812,39012,12211,80811,45511,06110,63610,215 9,799
50%上限 12,77712,72312,56212,31511,99611,62411,20510,74610,258 9,767 9,280
中央値 12,77712,71712,54212,27211,92511,52111,06510,56610,041 9,511 8,987
50%下限 12,77712,71212,52312,23211,85811,42010,93210,399 9,841 9,278 8,724
90%下限 12,77712,70412,49112,16211,74111,25410,71010,127 9,518 8,915 8,311
95%下限 12,77712,70012,47712,13511,69911,18810,62710,023 9,401 8,775 8,160
標準偏差 0 9 33 70 118 172 231 291 349 407 466
変動係数 0.000 0.001 0.003 0.006 0.010 0.015 0.021 0.027 0.035 0.043 0.052

年少人口割合 出生中位･死亡中位結果 0.138 0.130 0.118 0.108 0.100 0.097 0.095 0.093 0.090 0.086 0.084
（14歳以下割合） 95%上限 0.138 0.130 0.121 0.114 0.110 0.109 0.111 0.112 0.113 0.112 0.112

90%上限 0.138 0.130 0.120 0.112 0.107 0.106 0.107 0.107 0.106 0.105 0.105
50%上限 0.138 0.130 0.119 0.108 0.101 0.098 0.097 0.096 0.093 0.090 0.088
中央値 0.138 0.130 0.118 0.107 0.100 0.096 0.094 0.092 0.089 0.085 0.082
50%下限 0.138 0.129 0.118 0.106 0.098 0.094 0.091 0.089 0.085 0.080 0.077
90%下限 0.138 0.129 0.117 0.105 0.096 0.090 0.087 0.083 0.078 0.073 0.068
95%下限 0.138 0.129 0.117 0.104 0.095 0.089 0.085 0.081 0.076 0.071 0.066
標準偏差 0.000 0.000 0.001 0.002 0.004 0.005 0.006 0.007 0.009 0.010 0.011
変動係数 0.000 0.002 0.009 0.021 0.035 0.049 0.063 0.078 0.095 0.113 0.133

生産年齢人口割合 出生中位･死亡中位結果 0.661 0.639 0.612 0.600 0.595 0.585 0.568 0.542 0.528 0.518 0.511
（15～64歳割合） 95%上限 0.661 0.640 0.615 0.605 0.603 0.597 0.584 0.562 0.551 0.545 0.543

90%上限 0.661 0.640 0.614 0.604 0.602 0.594 0.581 0.558 0.546 0.540 0.536
50%上限 0.661 0.639 0.613 0.601 0.597 0.589 0.573 0.548 0.534 0.526 0.520
中央値 0.661 0.639 0.612 0.600 0.595 0.585 0.568 0.542 0.527 0.517 0.510
50%下限 0.661 0.639 0.612 0.598 0.592 0.581 0.563 0.536 0.520 0.508 0.499
90%下限 0.661 0.639 0.610 0.595 0.588 0.574 0.554 0.525 0.506 0.492 0.479
95%下限 0.661 0.638 0.610 0.594 0.586 0.572 0.551 0.520 0.500 0.484 0.471
平均値 0.661 0.639 0.612 0.600 0.595 0.585 0.568 0.542 0.527 0.517 0.509
標準偏差 0.000 0.000 0.001 0.003 0.004 0.006 0.008 0.010 0.013 0.015 0.018
変動係数 0.000 0.001 0.002 0.004 0.007 0.011 0.015 0.019 0.024 0.029 0.035

老年人口割合 出生中位･死亡中位結果 0.202 0.231 0.269 0.292 0.305 0.318 0.337 0.365 0.382 0.396 0.405
（65歳以上割合） 95%上限 0.202 0.232 0.272 0.298 0.315 0.333 0.358 0.392 0.416 0.437 0.455

90%上限 0.202 0.232 0.271 0.297 0.313 0.330 0.353 0.386 0.410 0.430 0.446
50%上限 0.202 0.231 0.270 0.294 0.308 0.323 0.343 0.373 0.393 0.408 0.421
中央値 0.202 0.231 0.269 0.293 0.305 0.318 0.337 0.365 0.383 0.397 0.407
50%下限 0.202 0.231 0.269 0.291 0.302 0.314 0.331 0.358 0.374 0.385 0.393
90%下限 0.202 0.231 0.267 0.288 0.297 0.307 0.321 0.345 0.358 0.366 0.371
95%下限 0.202 0.231 0.267 0.287 0.295 0.305 0.318 0.340 0.353 0.359 0.362
平均値 0.202 0.231 0.269 0.293 0.305 0.319 0.337 0.365 0.384 0.397 0.407
標準偏差 0.000 0.000 0.001 0.003 0.005 0.007 0.010 0.013 0.016 0.019 0.023
変動係数 0.000 0.001 0.005 0.009 0.016 0.022 0.029 0.035 0.041 0.049 0.057
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図14 総人口の信頼区間等

図15 年少人口割合の信頼区間等

図16 生産年齢人口割合の信頼区間等



表3によれば，2055年における総人口の50％信頼区間は［8724万人，9280万人］，95％

信頼区間は［8160万人，10002万人］となっている．このシミュレーションにおける前提

の設定と，平成18年12月推計における前提の設定は考え方が異なることから単純な比較は

できないものの，平成18年12月推計において，最も総人口が大きくなる出生高位・死亡低

位による2055年における総人口は9952万人，最も総人口が小さくなる出生低位・死亡高位

による総人口は8238万人となっており，この幅は50％信頼区間よりは大きいものの，95％

信頼区間よりは小さいものとなっている．また，変動係数を見ると，2030年では1.5％で

あるのに対して，2055年は5.2％となっており，推計期間後半で不確実性が増大している

ことが分かる．

一方，先のマップにおける概観から推察されるように，年齢別人口割合はそれぞれ様相

が異なっている．まず，年少人口割合についてみると，2055年における年少人口割合の50

％信頼区間は［7.7％，8.8％］，95％信頼区間は［6.6％，11.2％］となっている．平成18

年12月推計において，最も年少人口割合が高くなる出生高位・死亡高位による2055年にお

ける年少人口割合は11.0％と95％信頼区間の中にあるが，最も低くなる出生低位・死亡低

位による年少人口割合は6.4％となっており，95％信頼区間の下限を下回っている．変動

係数を見ると，2030年では4.9％であるのに対して，2055年は13.3％となっており，その

不確実性が相当程度高いことが分かる．

生産年齢人口割合については，これらの3区分の中では最も安定した結果となっている．

2055年での50％信頼区間は［49.9％，52.0％］，95％信頼区間は［47.1％，54.3％］，変動

係数では3.5％である．一方，平成18年12月推計において，最も生産年齢人口割合が高く

なる出生高位・死亡高位による2055年の生産年齢人口割合は52.7％，最も低くなる出生低

位・死亡低位による生産年齢人口割合は49.2％となっている．

高齢化率を示す老年人口割合については，年少人口割合ほどではないものの，生産年齢

人口割合に比べると不確実性はやはり大きい．2055年における老年人口割合の50％信頼区
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図17 老年人口割合の信頼区間等



間は［39.3％，42.1％］，95％信頼区間は［36.2％，45.5％］となっている．平成18年12月

推計において，最も老年人口割合が高くなる出生低位・死亡低位による2055年における老

年人口割合は44.4％，最も低くなる出生高位・死亡高位による老年人口割合は36.3％となっ

ており，この幅は50％信頼区間よりは広いが，95％信頼区間よりは狭いものとなっている．

変動係数を見ると，2030年では2.2％であるのに対して，2055年は5.7％となっている．

さて，この確率推計の結果を用いて，先に複数仮定によるアプローチの問題点として挙

げられた「出生・死亡など，それぞれの仮定の組合わせ方によっては，関心となる変数全

ての不確実性を同時に表現することができない」という点について考察してみよう．図18

は，2055年における総人口と高齢化率（老年人口割合）のシミュレーションによる分布と

平成18年12月推計の9通りの仮定に基づく結果を示したものである．

まず，平成18年12月推計の9通りの仮定によれば，センサス局と社会保障庁の例のよう

な問題は生じないことを注意しておこう．センサス局のセットに対応する複数仮定の組合

せは，平成18年推計では図の「8-1-6」の3通りであり，社会保障庁のセットに対応する

ものは「9-1-5」である．このように，平成18年12月推計では，ケースを3通りに限定せ

ず，出生・死亡それぞれの全ての組合せからなる9通りを提供しているために，両者のセッ

トの要素がこれらの中に含まれており，総人口と高齢化率の両者の不確実性を同時に表現

しているのである．すなわち，複数仮定による仮定設定においても，関心となる変数の不

確実性に対応したケースを含めておくことにより，一定程度このような問題に対処するこ

とは可能であるといえよう．
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図18 総人口と高齢化率（老年人口割合）（2055年）

注：数字は平成18年12月推計における仮定に基づく値．

1：出生中位・死亡中位，2：出生高位・死亡中位，3：出生低位・死亡中位，

4：出生中位・死亡高位，5：出生高位・死亡高位，6：出生低位・死亡高位，

7：出生中位・死亡低位，8：出生高位・死亡低位，9：出生低位・死亡低位



しかしながら，シミュレーション結果と9通りの結果を比較した場合，9通りの結果は

A方向へのばらつきが大きいのに対し，シミュレーション結果についてはA方向のみな

らず，B方向についてもばらつきが大きいことが観察される．この図において，出生仮定

の変動は概ねA方向への変化を，死亡仮定の変動は概ねB方向への変化を与える．シミュ

レーションにおいてはより死亡変動の不確実性が高いものという設定がなされているため，

このような違いが生じたのである．

先に総人口・高齢化率については表3，図14，17において，それぞれ単独の変数として

信頼区間等を観察し，9通りの推計値の幅と比較した．しかしながら，この同時分布の観

察からは，両者の構造をやや異なったものとして捉える必要性があることがわかる．すな

わち，シミュレーションにおいては，9通りの推計値と異なり，低い死亡率の継続が総人

口と高齢化率の両変数を高いレベルに導いたケースや，逆に高い死亡率の継続が両変数を

低いレベルに導いたケースも多数含まれており，これらが両変数の分布にも影響を及ぼし

ていると考えられる．これは，確率推計は複数設定によるアプローチに比べ，より自然な

形で，複雑な確率的構造を表現することが可能であるということを示す一例であるといえ

よう３）．このような構造を複数仮定によるアプローチで表現するためには，さらにB方向

への変化を表すケースを追加しなければならず，結果として全体のケース数は相当程度増

加せざるを得ない．さらに，これ以外の違う変数にも関心がある場合などでは，より多く

のケースの追加が必要となる事態が考えられるのである．複数仮定によるアプローチにあ

まりに多くのケースを含めることは簡明さに欠け，好ましいとは考えられない．すなわち，

「関心となる変数全ての不確実性を同時に表現することができない」という問題点に対し

ては，複数仮定によるアプローチでも一定程度は対応が可能であるものの，一般的には確

率推計の方がより自然な対応が可能であるということができよう．

おわりに

本研究では，有識者調査による予測値の分布を用い，平成18年12月推計に確率推計を適

用する検討を行い，実行したシミュレーション結果を用いて，年齢階級別人口の不確実性

を概観するマップの作成や，総人口・年齢別構成割合等の信頼区間の推定を試みた．また，

複数仮定によるアプローチにおいて指摘される問題点について考察を行い，「複数の仮定

に対する確率が明示されていない」点については，確率推計の実行が，複数仮定によるア

プローチの推計結果を補い，理解を深めることにも資すると考えられること，また，「関

心となる変数全ての不確実性を同時に表現することができない」点については，複数仮定

によるアプローチでも一定程度は対応が可能であるものの，一般的には確率推計の方がよ
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3）なお，出生低位である3,6,9がシミュレーションによる分布からやや外れているのは，図10において見た通

り，出生低位では2015年頃までに急速に出生率が低いレベルに移行するのに対し，シミュレーションでは緩や

かに移行していくため，出生低位による出生率が推計期間前半においてより低い出生レベルとなっていること

によるものである．



り自然な対応が可能であることを観察した．

このように，複数仮定によるアプローチに対していくつかの利点を持つと考えられる確

率推計ではあるが，この推計も確率分布による仮定設定を前提条件としてつけ加えた人口

投影であることに変わりはない．したがって，その利用にあたっては次の二点に注意が必

要であると考えられる．一点は，通常の推計において，投影の前提となっている仮定設定

の理解が必要であることと同様，確率推計の前提条件となっている確率分布がどのように

仮定設定されたものかを十分に認識した上で推計結果を利用することが必要であるという

ことである．確率推計の結果は信頼区間等で示されており，ともすればこれらの結果が何

の条件もなく成立しているように見えることもある．しかしながら，それらは無条件に成

立するものではなく，全て前提となる確率分布を条件として導かれているものである．し

たがって，異なった方法に基づいた，異なった確率分布を前提とすれば，そこから導かれ

る不確実性に関する情報もまた異なったものへと変わり得る性格のものである．

二点目は，人口投影が過去の人口学的データの推移や傾向を将来に投影するという性格

を持つがゆえに，確率推計も推計時点で得られている人口動向等が推計の前提条件となっ

ているという点である．推計の事後，推計時点における趨勢の延長から導き得ない構造変

化が起きることは十分に考えられるが，そのような構造変化を科学的かつ定量的に事前に

予想することはできない．もちろん，確率推計ではこのような観点をも踏まえつつ，将来

の不確実性に対する信頼区間などの確率分布を提示しているわけであるが，一方で，確率

推計による推計結果も，新たな実績や傾向を踏まえて見直しを行えば，その信頼区間等は

以前とは異なったものとなろう．人口投影では，推計を行った時点から一定の時間が経過

して新たな人口動向が得られたら，その傾向を反映させて新しい人口投影を実行するとい

うプロセスを繰り返しながら，定期的に推計の見直しをしていくことが必須なのであり，

これは人口投影の持つ基本的性格の一つであるということができるだろう．したがって，

人口投影の利用にあたっては，推計の定期的な見直しに伴って利用者側でも不断に見直し

を行っていくことが，不確実性への事後的な対応として望まれることである．

将来人口推計は不確実性から逃れることはできない．したがって，将来人口推計結果の

利用にあたっては，その不確実性の存在や意義が利用者によりよく理解されることが望ま

しいが，現状においては未だこれが十分であるとはいいがたい状況にある．確率推計の応

用による不確実性の情報提供はこのような問題解決の一つの方策となり得るとは考えられ

るものの，一方で，確率推計による情報提供のみでこのような問題が全て解決されるとい

うわけではない．将来人口推計の不確実性の理解にあたっては，複数仮定や確率推計によっ

て提示された不確実性の情報を有効に活用することと同時に，人口投影が持つ基本的性格

を認識し，不確実性への事後的な対応についても理解することが必要であると考えられる．

いずれにせよ，将来人口推計に関する不確実性については，人口投影の基本的性格をも含

んだより包括的な情報提供に努めるとともに，確率推計の応用を含めた不確実性の情報提

供の方法論についてもさらなる研究を行っていくことが今後の課題であるといえよう．
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OntheApplicationofProbabilisticApproachtothePopulationProjection
forJapan

FutoshiISHII

Inthisarticle,weappliedprobabilisticapproachtothepopulationprojectionforJapanusing

expertopinionmethod.

Intheofficialpopulationprojection,thescenarioapproachareusedtoexpresstheuncertaintyof

theprojection,whichisbasedonthreeassumptionsaboutfertilityandalsothreeassumptionsabout

mortality.However,thereareanargumentthatpointsoutsomeproblemsforthescenarioapproach.

NationalResearchCouncil(2000)arguedthattherangeofthedemographiccomponentswereill

definedbecausenoprobabilitywasexplicitlyassigned.Theyalsopointedoutthatitwasimpossible

toconstructscenariosthatsimultaneouslyreflectedtheuncertaintyinallthevariablesofinterest.

Probabilisticapproachcouldsolvetheseproblemsbyexpressingtheuncertaintyoftheprojection

withconfidenceintervals.Thereareseveraltypesofprobabilisticapproachdependingonhowthe

confidenceintervalsareconstructed,suchastimeseriesanalysis,expertopinionmethodandex

postanalysis.Inthisarticle,weusedexpertopinionmethod.

Usingtheresultofthe10000-timesimulation,weillustratedmapsthatexpresstheuncertainty

oftheage-specificpopulationandconfidenceintervalsoftotalandage-specificpopulation.We

observedthatprobabilisticapproachcontributedtobetterunderstandingoftheassumptionsbythe

scenarioapproach,anditenabledustoexpresstheuncertaintyofthedemographicvariablesin

moreconsistentway.

However,wehavetorecognizethattheresultedconfidenceintervalsbytheprobabilistic

approachareprojectedones.Therefore,weshouldusethembasedoncomprehensiveunderstand-

ingshowtheintervalsareconstructedandwhattheirassumptionsare,andwealsohavetonotethat

theresultedconfidenceintervalscouldchangeiftheassumptionschange.

Uncertaintyisinevitableinthepopulationprojections.Probabilisticapproachhelpstodealwith

thisproblem,butitisalsoimportanttounderstandthebasicpropertiesofthepopulationprojection.

Moreworkswouldbeneededtodisseminateinformationaboutpopulationprojectionincludingits

basicproperties,aswellastoexaminethemethodtoexpressuncertaintysuchasprobabilistic

approach.
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人口問題研究（J.ofPopulationProblems）65－1（2009.3）p.109

書 評・紹 介

FrancesMcCallRosenbluth(ed.)

ThePoliticalEconomyofJapan'sLowFertility

StanfordUniversityPress,2007,xiii+222pp.

本書は日本の低出生力の要因と政策的対応に関する論文集で，編者以外に米国3名，日本4名の社

会科学研究者が執筆している．書名は「政治経済学」となっているが，執筆者には社会学者も経済学

者も含まれ，多様な接近が含まれる．フェミニズム的な接近が多いが，全員というわけではない．た

だし編者のRosenbluthによる序章はきわめてフェミニズム的で，女子にとっての仕事と家庭の両立

可能性の低さが日本の低出生力の原因と断言する．他の説明として文化的パターン（良妻賢母の規範）

とミクロ経済学をあげるが，いずれも退けられる．もちろん女子の労働力参加と両立可能性が重要な

要因であることは疑うべくもないが，他に北西欧や英語圏と際立った差を見せる要因として，離家を

含む成人移行過程の遅滞現象，3歳児神話のような親子紐帯の強さ，同棲・婚外出生の少なさも無視

できない．これらに言及せずに女子労働問題のみが原因と断言しているのは，釈然となかった．また

労働界の強さとそれに連動する市場経済類型の説明力にも疑問を感じた．労働界が極端に強いスカン

ジナビア諸国と極端に弱い英語圏諸国で出生力が比較的高いのだから，この尺度は出生力の説明要因

にならない．両立性を実現する二つの異なる戦略があるという理解は重要かも知れないが，まずは比

較的高い出生力（北西欧と英語圏）と低い出生力（南欧，中・東欧，東アジア）の対比に言及して欲

しかった．序章で比較的高い低出生力国間の内部対立を強調されても，読者としては混乱するばかり

である．

白波瀬佐和子の第2章は，日本における母親の就業と出生力の概観に加え，マイクロデータを用い

た国際比較を行っている．データはやや古いが，日本の母親の就業率や家計への寄与が低く，学歴が

出産後の就業に影響していない等の重要な知見が示される．国際比較では，末子の加齢に伴う母親の

就業率の回復が日本で際立って遅いこと（これがＭ字型曲線を生じる）と，イタリア以外では妻所得

の出生抑制効果が依然として見られることが興味深かった．権丈英子の第5章は，非常に先進的な労

働時間政策で有名なオランダの事例を日本と対比し，リーズナブルな賃金のパート就労機会の豊富さ

が両立性を高め，日本や南欧のような低出生力を防いでいることを示す．しかし日本でオランダ並み

の労働時間政策が可能かどうかは，それこそ政治経済学的な問題だろう．PatriciaBolingの第6章

は，日本の少子化対策の決定過程でフェミニストの意志が十分反映されていないとするが，問題は決

定過程より予算規模だろう．本書全体を通じて国家予算への言及がほとんどない点は残念だった．和

田淳一郎の第7章は，1994年の選挙法改正が保育サービスの改善に大きな役割を果たしたと主張する

が信じ難い．日本の出生力が欧米先進国に比べ低い現実は，選挙制度に関係なく少子化対策を促した

だろう．平尾桂子の第8章は，通常別々に扱われる子の直接費用（教育費）と機会費用（母親の就業

中断）の問題を統一的に扱っている．子の教育への需要増加は母親の就業を抑圧するという結論が正

しいなら，直接費用と機会費用は出生抑制の相乗効果を持つことになり興味深い． （鈴木 透）
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京極高宣・高橋重郷 編集

『日本の人口減少社会を読み解く―最新のデータからみる少子高齢化―』

中央法規出版，2008年7月，pp.197

新しい時代にふさわしい人口問題の入門書が刊行されたことをまず喜びたい．本書は，現下の日本

における主要な社会状況を「人口減少社会」と捉え，そこでの諸問題を人口学的な観点から，最新の

統計データを用いて簡潔に解説したハンドブックである．

本書では，最初に日本の人口減少社会の到来について概観を試みたあと，それをもたらした人口学

的要因，次いで社会経済的要因についての分析を行なう．そして，それらの要因がどのようなメカニ

ズムにより人口減少を引き起こすことになったのか，人口減少がどのような社会経済的な影響を与え

ているのかについて考察を加えた後，最後に世界の人口動向と国際人口移動との関連において人口減

少の問題点を論じている．

全体は以下の9つの章から構成されている．すなわち，人口減少社会の到来（1章），日本の少子

化（2章），諸外国の少子化（3章），少子化の社会経済的背景要因と対応（4章），少子化とリプロ

ダクティブ・ヘルス（5章），長寿化（6章），人口変動の人口学的メカニズム（7章），少子高齢化・

人口減少の社会経済的影響（8章），世界の人口と国際人口移動（9章）である．各章は平均5つの

項目をとりあげて，各項目3～4ページのスペースをとり2つの図表を掲げ解説を行なっている．

もともと，新聞と雑誌に連載したものが原型となっているとのことで，解説は解りやすいうえに，

最近の興味深いデータが工夫をこらして図表化されているので大いに理解の助けとなる．各図表には

データから読み取れる要点を「ポイント」と題した短文で示している．また，項目により「用語解説」

のボックスを挿入して初心者の便をはかっている．このように，一般の読者を意識したハンドブック

形式の編集がなされているのが，本書の第1の特徴である．

第2の特徴は，通常の人口学や人口問題の解説書とは異なり，本書が人口減少社会の諸問題の中か

ら項目ごとに1つの問題を取り上げていて，いわば問題指向の構成をとっていることである．人口分

析のテキストのように，人口変動要因としての出生，死亡，移動の分析から始まって人口増加，将来

人口推計に至るといった伝統的な構成に従っていないので，本書では人口学の体系との関連づけが明

確でない点はやむをえない．

例えば，「合計特殊出生率」あるいは「人口高齢化」についての解説を本書の中で見付けようとす

ると，見出し語としては出ておらず，そのうえ2つ以上の項目にわたって記述されていることもある

ので，初心者は戸惑うかもしれない．この点は，再版の折にでも専門用語の簡単な索引を付けること

により改善できるので，本書の利用価値はもっと高まるであろう．

第3の特徴は，国立社会保障・人口問題研究所の中心的な人口研究者13名が各項目の執筆を分担し

ていることである．それぞれの専門分野の研究について学界で実力が認知されている研究者が，最新

の研究成果にもとづいた解説をしているので読者は安心して説明を受け入れることができよう．なお，

本書の巻末には1990年から2007年に至る関連年表が10ページにわたり掲載されていて，最近における

人口減少や少子化の動き，政策の推移などを知ることができて便利である．

章によっては（5章，9章），参考文献や注記が挿入されているが，ほかの章でも基本的な参考文

献等を挙げてほしかった．13人もの研究者によって執筆されているため，各項目の文体，記述方法，

分量などにいくぶん不統一が見られるのが残念である．また，不用意に説明なしに専門用語（例えば，

年齢調整死亡率）が出てきたり，人口学特有の記述の仕方（例えば，出生途上にある夫婦，出生が結

婚内で生じる）が出てくる点も気になるところである．とはいえ，本書は，全体としてはよく編集さ

れていて，見かけ以上に高度な内容を含んでおり，研究者好みの優れた解説書になっていると思う．

（嵯峨座晴夫／早稲田大学名誉教授）
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研究活動報告

特別講演会

2009年1月29日（木）午前に当研究所第4会議室で，日本・韓国・台湾の出生力低下と出生促進政

策に関する特別講演会（ミニカンファレンス）が開催された．この講演会は厚生労働科学研究費補助

金を受けた「男女労働者の働き方が東アジアの低出生力に与えた影響に関する国際比較研究」（研究

代表者：鈴木透）に伴うもので，報告・討論はすべて英語で進行された．

1．"Introduction:FertilityDeclineandGovernmentalInterventions

inEasternAsianAdvancedCountries" 鈴木透（企画部第4室長）

2．"LowFertilityandPolicyResponsesinKorea"

李三植（韓国保健社会研究院責任研究員）

3．"TransitiontoBelowReplacementFertilityandPolicyResponseinTaiwan"

李美玲（台湾亜洲大学副教授）

4．"Comments" 小島宏（早稲田大学教授）

鈴木報告は紹介を兼ねて韓国・台湾の出生力低下と政府の対応を日本と比較し，次いで李三植博士

と李美玲教授が各々韓国と台湾の現状について子細に報告した．小島教授が出生力低下の東アジア的

特徴とあるべき政策についてコメントし，李三植・李美玲両氏から回答があった．次いで一般討論に

移り，30名を超える参加者との間で活発な質疑応答が行われた． （鈴木 透記）

日本・スペイン高齢化シンポジウム

スペインのサラマンカ大学社会科学学部と日西センターは，2008年10月13日（月）～17日（金）の

日程で「スペインと日本の人口高齢化―ヨーロッパとアジア太平洋の比較研究と示唆点―」と題する

国際シンポジウムを開催した．このシンポジウムは，4つのトピックについてそれぞれヨーロッパ側

と日本側からひとりずつ報告する形式で行われた．報告者と論題は次の通りである．

1．高齢者の保護

“ProtectionoftheElderlyinEurope,” AlanWalker(UniversityofSheffield)

“ProtectionoftheElderlyinJapan,” JohnC.Campbell(KeioUniversity)

2．人口政策

“Tendenciasenlaevoluci�ondelaesperanzadevidaenlapoblaci�onespa�nola,”

RosaG�omezRedondo(UniversidadNacionaldeEducaci�onaDistancia)

“Lowest-LowFertilityanditsDemographicImpactinJapan,”

ToruSuzuki(NationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearch)
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3．雇用政策

“AgingandEmploymentinEurope:ActualSituationandPerspectives,”

AnneMarieGuillemard(Universit�eParis-Sorbonne)

“WhyistheIncomeInequalityamongtheAgedsoLow?AnExamination

oftheEffectofJobCareer,” KazuoSeiyama(UniversityofTokyo)

4．世代間葛藤

“Laimagendelenvejecimientoenlosmediosdecommunicationyenotrosgruposdeedad,”

PedroS�anchezVera(UniversidaddeMurcia)

“AfterParasiteSingles:TheRealStorybehindJapan'sMarriageCrisis,”

MasahiroYamada(ChuoUniversity)

日本側参加者とWalker教授（イギリス人）およびGuillemard教授（フランス人）は英語で報告

したが，スペイン人2名はスペイン語での報告だった．これらの公開討論は月～木曜日の午後4時～

8時の間に行われたが，翌日の午前中には報告者だけが参加する非公開セッションも行われた．

（鈴木 透記）
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